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「データヘルス計画作成の手引き」（1.0版）概要 

 超少子高齢化の進展に伴い、働き盛り世代からの健康づくりの重要性が高まる中、政府は平成 25 年６

月 14 日に閣議決定した「日本再興戦略」の中で、“国民の健康寿命の延伸”を重要施策として掲げまし

た。そして、その実現のため「健康保険法等に基づく厚生労働大臣指針」（告示）を改正し、全ての健康

保険組合に対し、レセプト等のデータの分析に基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として、「デ

ータヘルス計画（仮称）」の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様

の取組を行うことを推進することを掲げました。 

これを受けて厚生労働省は、平成 26 年３月、「健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」

を改正し、「保険者は、健康・医療情報を活用して PDCA サイクルに沿った効果的・効率的な保健事業

の実施を図るための保健事業の実施計画(データヘルス計画)を策定し、計画に基づく保健事業の実施及び

評価を行う」としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「データヘルス計画作成の手引き」は、データヘルス計画策定に当たっての基本的な考え方及び留意点

を示したものであり、「保健事業に初めて携わる健保組合の職員でも、データヘルス計画を作成し、課題

解決型の保健事業を実践することができる」ことをコンセプトにしています。 

◆データヘルス計画の例 
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は じ め に 

１ これからの健康づくりの課題と背景 

・保健事業は、人々の健康レベル（生活の質）の改善と医療費の節減を同時に目指す上で重要な事業 

・健保組合と事業所の協働を強化し、職場環境をより一層健康的に 

・データヘルス計画は、レセプト・健診情報等のデータ分析に基づき、保健事業を PDCA サイクルで効

果的・効率的に実施するための事業計画 

・データヘルス計画は、従業員の健康改善と医療費適正化にとどまらず、企業の生産性および社会的評価

の向上、わが国の社会的・経済的な活力の向上、日本再生にも貢献し得る 

２ 本書の構成 

 

第１章 データヘルス計画の背景とねらい 

１ データヘルス計画の背景 

・社会環境の大きな変化を背景に、健保組合には効果的な保健事業の実施が期待される 

・「日本再興戦略」の重要な柱“国民の健康寿命の延伸”実現のため、健保組合にデータヘルス計画の実

行等が求められる 

２ データヘルス計画のねらい 

・データヘルス計画は、科学的なアプローチにより事業の実効性を高めていくことがねらい 

・その特徴は、被用者保険の持つ特性を踏まえた次の点：①レセプト・特定健診データの活用、②身の丈

に応じた事業範囲、③コラボヘルス（事業主との協働）、④外部専門事業者の活用 

３ 他の施策・計画との関係 

・特定健康診査等実施計画とは相互に連携して策定 

・「「日本再興戦略」改訂 2014」は、健康経営を促し、健保組合と事業主の協働を促進 

４ 計画の期間および公表・周知 

・第1期は平成27年度～平成29年度の３年間、第２期は第３期特定健康診査等実施計画に合わせて策定 

・データヘルス計画をホームページ等で公表し、関係者へ周知 

５ 提出物 

 

第２章 データヘルス計画の構造 

１ 事業の構造 

・まず、事業主との協働による「職場環境の整備」と、本人の健診データに基づく個別性の高い情報提供

による「加入者への意識づけ」を考える（「保健事業の基盤」） 

・次に、健保組合の健康課題に応じ、効果が高いと見込まれる事業（特定健診・特定保健指導、疾病の重

症化予防、その他の取組（重複受診への指導、後発医薬品の使用促進等））を選定する（「個別事業」） 

２ 関係機関との協働 

・事業主との協働（コラボヘルス）は、これまでの取組の経緯や事業所の状況を踏まえることで推進され、

保健事業の実効性を高める 

・特に、被扶養者への働きかけでは、健診機関や生活基盤である市町村等との協働も意識する 

「データヘルス計画作成の手引き」おもな内容 
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第３章 データヘルス計画の策定 

１ ＳＴＥＰ１：現状を把握する 

・はじめに加入者の属性、事業所の概要、これまで実施してきた健保組合・事業所の取組を整理（振り返

り）。何ができていて、何ができていないかを整理し、これまでの事業を活用する視点が重要 

・健康課題を明確にするため現状を把握。基本分析で他組合や自組合の過去と比較して特徴を明確に 

２ ＳＴＥＰ２：健康課題を抽出する 

・現在の取組の棚卸しと基本分析による現状把握からみえる健康課題を抽出 

・健康課題は対策の方向性と併せて整理することが大切 

・保健事業の組み立てにつながるように、健康課題に応じた事業目的を検討 

３ ＳＴＥＰ３：課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

・健康課題に対応した保健事業を、「保健事業の基盤」「個別の事業」ごとに設計 

・選定した保健事業について、（数値）目標と評価指標を設定 

４ ＳＴＥＰ４：事業の運営を通じて計画の見直しを図る 

・事業を評価し、その結果に基づき、必要に応じて計画を見直す（年度ごと・年度途中） 

 

第４章 委託事業者の活用時の留意点 

１ 外部委託の考え方と課題 

・事業目的達成のために、健保組合だけで対応困難な部分を明確にした上で外部委託を検討する 

・外部委託のメリットとデメリットを踏まえ、外部委託を行うこと自体の適切性を確認する 

・外部委託する場合でも、健保組合が保健事業の実施主体として事業の進捗や質を管理する 

２ 外部委託の留意事項 

・外部委託の前に、データヘルス計画策定の目的を明確にし、自健保組合の資源や体制等を考慮して、ど

の業務を委託するかを決定する 

・選定基準例に基づき、その業務に最適な委託事業者を選定する 

 

第５章 データヘルス計画における健康情報（個人情報）の取扱い 

１ 個人情報を取り巻く社会環境 

・健保組合は、健康情報をより慎重に取り扱ってデータヘルス計画を策定・実行 

・コラボヘルスを推進する上では、事業主側と健保組合側の双方の立場で個人情報の取扱を正しく理解 

２ 遵守すべき法令、ガイドライン等 

・健保組合や事業主は、健康情報を活用の際、個人情報保護法をはじめとする法令やガイドラインを遵守 

３ 健康課題を共有する場合の健康情報（個人情報）の取扱い 

・健保組合と事業主が健康課題を共有する場合は、健康情報を匿名化 

・個人が識別される情報（レセプト原票データ等）は事業主との共有は原則不可 

４ 事業主との協働（コラボヘルス）で保健事業を実施する場合の健康情報（個人情報）の取扱い 

・医療機関への受診勧奨などを健保組合と事業主が協働で行う場合は、利用目的を明確に限定した上で、

原則として本人同意（事業を効果的・効率的に実施する観点からオプトアウトも限定的に可能） 

 



データヘルス計画作成の手引き １．０版 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データヘルス計画作成の手引き 
 

（１．０版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年１０月 

厚生労働省 保険局 

健康保険組合連合会 

平成２６年１０月１５日 参考資料３－２ 第８２回社会保障審議会医療保険部会 
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はじめに 

 

１ これからの健康づくりの意義と背景 

【ポイント】 

・保健事業は、人々の健康レベル（生活の質）の改善と医療費の節減を同時に目指す上で

の重要な事業 

・健保組合と事業所の協働を強化し、職場環境をより一層健康的に 

・データヘルス計画は、レセプト・健診情報等のデータ分析に基づき、保健事業をＰＤＣ

Ａサイクルで効果的・効率的に実施するための事業計画 

・データヘルス計画は、従業員の健康改善と医療費適正化にとどまらず、企業の生産性お

よび社会的評価の向上、我が国の社会的・経済的な活力の向上、日本再生にも貢献し得

る 

 

健康づくりの意義 

 人口の高齢化や生活様式の変化等の要因により、我が国ではがん・循環器疾患等の非感

染性疾患（ＮＣＤ）が増えています。一方、生活習慣等を改善することにより、ＮＣＤの

多くは予防可能であることも広く知られるようになってきました。 

 いつまでも健康であり続けたいということは、多くの国民の願いです。健康は、一人ひ

とりが自分らしく生きていくための前提であり、また一人ひとりが生きがいを持って社会

と関わる上での資源です。この、何ものにも代え難い「健康」を守り支えるために、国や

地方公共団体、事業所や医療保険者、専門職種等、さまざまな主体が健康づくりに関わっ

ています。 

 健康保険組合（以下、「健保組合」という。）における健康づくりの取組、すなわち保健

事業は、健康保険法（大正 11年法律第 70 号）第 150 条において、「保険者は、高齢者の医

療の確保に関する法律第二十条の規定による特定健康診査及び同法第二十四条の規定によ

る特定保健指導（以下この項及び第百五十四条の二において「特定健康診査等」という。）

を行うものとするほか、特定健康診査等以外の事業であって、健康教育、健康相談、健康

診査その他の被保険者及びその被扶養者（以下この条において「被保険者等」という。）

の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなければならない。」と規定され

ています。 

 また、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）では、医療費適正化

の推進についても規定されています。医療保険者が保健事業を行う際には、被保険者と被

扶養者が幸せになるための視点に加えて、保健事業を通じて医療費を適正化するという視

点が求められます。そして、この２つの視点はお互いに相補的な関係にあることに注意が
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必要です。つまり、保健事業を行うことにより人々の健康レベルを改善することができれ

ば、その結果として医療費も減少することが期待されるからです。 

言い換えれば、保健事業は、人々の健康レベル（生活の質）の改善と医療費の節減とい

う２つの課題の解決を同時になし得るものであり、我が国（あるいは企業や自治体）の活

力を維持する上で不可欠のものなのです。 

 

医療保険者における健康づくり 

これまでも、健保組合等の医療保険者は健康づくりを積極的に行ってきました。その取

組を振り返ると、いくつかの節目があります。その第１は、平成 12年に始まった「健康日

本 21」でした。これは、「１次予防重視」「ヘルスプロモーションの考え」「目標を定めた事

業展開と効果評価」等を明記した点に特徴がありました。これに伴って、たとえば「健康

保険組合事業運営基準」が改正され、健康日本 21の理念・方針が盛り込まれました。そし

て、多くの健保組合で「健康○○21」といったプラン（○○は企業の名称が入ることが多

かった）が策定され、その実現に向けた取組も始まりました。 

第２の節目は平成 20 年に施行された「高齢者の医療の確保に関する法律」です。この法

律は、後期高齢者医療制度を創設したことに加えて、(1) 国と都道府県が医療費適正化の

計画を作成すること、(2) 特定健診と特定保健指導の実施を医療保険者に義務付けたこと

に大きな意義がありました。特定健診とは、メタボリックシンドロームに着目した健診で

あり、その結果に基づいて被保険者一人ひとりのリスクに応じた指導（情報提供・動機付

け支援・積極的支援）を行うものでした。これにより、(1) 保険者の保健事業への関与が

強化され、(2) 健診結果・生活習慣と医療費との関連について、保険者がより直接に把握

できるようになり、(3) 健診結果を集計することで当該事業所の生活習慣病リスクの分布

が容易に把握できるようになりました。これらを通じて、保険者が保健事業と医療費適正

化に果たす役割はさらに強まったのです。 

特に(3)では、特定健診データを活用することにより、いわゆるＰＤＣＡサイクルを通じ

た事業展開が可能となりました。具体的には、特定健診等のデータ分析に基づいて、健保

組合や事業所における健康課題を明確にし、健康づくりの目標を設定し、保健事業を計画

する（Plan）、それに沿って事業を実施する（Do）、事業を実施する中で得られる各種デー

タや翌年度以降の特定健診等のデータ分析に基づいて、事業の効果を測定・評価する

（Check）、次のサイクルに向けて計画の修正・改善を図る（Act）という一連のサイクルに

沿って保健事業を展開することが可能となったのです。 

また、肥満対策の効果が見えてきたのもこの頃です。たとえば、厚生労働省「国民健康・

栄養調査」によると、我が国の成人男性における肥満割合は、長期にわたる増加傾向を脱

して、平成 18 年以降は 30％前後のレベルで横這いとなりました。また、糖尿病患者数（予

備群を含む）もこれまで増え続けていましたが、平成 19 年の 2,210 万人から平成 24 年に

は 2,050 万人と初めて減少したのです。 
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図表１ 糖尿病患者数の推移 

 

＜厚生労働省「平成 24年国民健康・栄養調査結果」＞ 

 

第３の節目は、医療機関のレセプト電子化です。平成 14 年に策定された「医療制度改革

大綱」では、平成 23年度当初よりレセプトオンラインを完全義務化する方針が示されまし

た。この結果、全レセプト件数に対する電子化レセプトの割合は、平成 25年度末時点で医

科が 97％、調剤はほぼ 100％となっています。レセプトオンライン化は医療保険事務全体

の効率化を図ることが目的でしたが、レセプト電子化は保険者機能をさらに強化するもの

となりました。つまり、電子化によりレセプト情報を効率的に解析できるようになったた

め、保険者は健康状況や受診状況・医療費状況を容易かつ正確に把握できるようになり、

そのデータに基づいて保健事業を展開できるようになったのです。 

 

図表２ レセプトオンライン化の推移 

 

＜社会保険診療報酬支払基金「レセプト電算処理システム年度別普及状況」＞ 
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健康日本 21（第二次）と保険者機能 

我が国では、現在、少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣および社会環境

の改善を通じて、国民の健康の増進の総合的な推進を図るため、平成 25 年度から平成 34

年度までの期間において、「二十一世紀における第二次国民健康づくり運動（健康日本 21

（第二次））」が推進されています。 

 健康日本 21（第二次）の基本的な方向としては、①健康寿命の延伸と健康格差の縮小、

②主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防、③社会生活を営むために必要な機能の維持

および向上、④健康を支え、守るための社会環境の整備、⑤栄養・食生活、身体活動・運

動、休養、飲酒、喫煙および歯・口腔の健康に関する生活習慣および社会環境の改善の５

つが提案されています。目指すべき社会および基本的な方向の相関関係は、次図のように

整理できます。 

 

図表３ 健康日本 21（第二次）の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康日本 21（第二次）は、健康を支え、守るための社会環境の整備を重視しています。

その基本的な事項を示す、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」

（厚生労働省告示第 430 号）では、「個人の健康は、家庭、学校、地域、職場等の社会環境

の影響を受けることから（略）、行政機関のみならず、広く国民の健康づくりを支援する企

業、民間団体等の積極的な参加協力を得る」ことが必要であると述べられています。 

すでに述べたように、健康保険組合連合会（以下「健保連」という。）や健保組合は、健

康日本 21の推進を支えてきました。健康日本 21（第二次）においても、健保組合と事業所
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との協働をさらに強化し、保険者機能を発揮することで、職場の環境をより一層健康的に

していくことに貢献することが期待されています。たとえば、健康日本 21（第二次）は、

受動喫煙の機会を減らすことを重視しており、職場では「受動喫煙のない職場の実現」を

目標としています。 

 

データヘルス計画が目指すもの 

データヘルス計画は、これらの流れの上で、保険者機能をさらに推進していくものです。

データヘルス計画とは、レセプト・健診情報等のデータの分析に基づいて保健事業をＰＤ

ＣＡサイクルで効果的・効率的に実施するための事業計画です。 

これは、健康日本 21 で打ち出された「１次予防重視」と高齢者の医療の確保に関する法

律で規定された「特定健診・特定保健指導」を両輪とし、ＩＣＴの進歩（レセプト・健診

情報等の電子化と解析技術の進歩）とＰＤＣＡサイクル技法をエンジンとして、集団全体

に働きかけ全体のリスクの低下を図るポピュレーションアプローチや、危険度がより高い

者に対してその危険度を下げるよう働きかけるハイリスクアプローチの両面からなる保健

事業をより効率的・効果的に展開するものです。これに加えて、健康日本 21（第二次）が

強く打ち出した「健康を支え、守るための社会環境の整備」という視点に立って、健康的

な職場環境の整備や従業員における健康意識・生活習慣の改善に向けた取組を、事業主と

の協働の下で推進します（コラボヘルス）。これらを通じて、働く人々と家族のさらなる健

康、より健康的な職場の実現を目指すものなのです。 

それが実現すれば、医療費の適正化や職場の生産性の向上等さまざまな効果が期待でき

ます。データヘルス計画という一連の事業を適切に実施するにはそれ相応の人材と経費を

要することも事実ですが、それはやがて医療費適正化と生産性向上という効果をもたらす

でしょう。その効果は事業所にとどまらず、国全体としては人口減少や高齢化を乗り切る

切り札ともなり得ます。その意味で、健康づくりは「投資」と捉えることができます。 

 

健康投資、そして健康経営 

近年、従業員の健康増進を重要な経営課題と捉え、企業が成長する上で積極的に従業員

の健康に投資する「健康経営」という手法が注目されています。健保組合が保健事業を推

進することは、企業にとっても従業員の医療費や病休・退職が減り、労働生産性が上がる

というメリットが考えられます。また、「従業員を大事にする会社」ということで企業の社

会的な評価も上がり、さらに優秀な人材を集めることや離職防止につながる可能性もあり

ます。 

健康経営を推進する仕組みとして、たとえば日本政策投資銀行は、健康経営に積極的な

企業に融資の金利を優遇する措置を始めています。また、経済産業省は、「次世代ヘルスケ

ア産業協議会」を発足させ、健康投資や健康経営を促進する方策を検討しています。その
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なかでは、データヘルス計画と連携した施策の推進が議論されています。 

以上のように、データヘルス計画は、現時点において最も科学的な方法に基づいて保健

事業を展開しようとするものであり、その効果は、従業員の健康と医療費適正化にとどま

らず、企業の生産性の向上と社会的評価の向上、さらには我が国の社会的・経済的な活力

の向上、そして日本再生にも及ぶものとなり得るのです。 

本書の活用により、全国のあらゆる健保組合において、それぞれの組合の状況に応じた

効率的・効果的な保健事業が展開されることを期待します。 
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２ 本書の構成 

すべての健保組合が取り組むために 

いくつかの健保組合では、健康・医療データを分析して健康課題を抽出し、戦略的な保

健事業を実施していますが、多くの健保組合にとって、データヘルス計画は初めての試み

になることでしょう。 

本手引きは、データヘルス計画策定に当たっての基本的な考え方および留意点を示した

ものであり、「保健事業に初めて携わる健保組合の職員でも、データヘルス計画を作成し、

課題解決型の保健事業を実践することができる」ことをコンセプトにしています。このた

め、各項目の最初の部分にデータヘルス計画を作成するために欠かせない【ポイント】を

配置し、項目の概要がわかるようにしています。 

 

① 「第１章 データヘルス計画の背景とねらい」では、データヘルス計画が導入された背

景やねらい、位置づけ、他の施策・計画との関係等データヘルス計画の概要を解説して

います。 

② 「第２章 データヘルス計画の構造」では、データに基づき効果的な保健事業を円滑

に組み立てるため、事業の構造について解説するとともに、事業主との協働（コラボヘ

ルス）をはじめとする関係機関との協働についても解説しています。 

③ 「第３章 データヘルス計画の策定」では、現状分析から、課題の抽出、事業の選定、

目標・評価指標の設定、見直しまで、ＳＴＥＰ１～４に分けて、どのような視点で何を

すればよいかを具体的に解説しています。 

  ＳＴＥＰ１ 現状を把握する 

  ＳＴＥＰ２ 健康課題を抽出する 

  ＳＴＥＰ３ 課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

  ＳＴＥＰ４ 事業の運営を通じて計画の見直しを図る 

④ 「第４章 委託事業者の活用時の留意点」では、外部委託のメリットとデメリット、

課題を整理し、効果的に外部委託するための委託事業者の評価方法や留意事項について

解説しています。 

⑤ 「第５章 データヘルス計画における健康情報（個人情報）の取扱い」では、健診結

果やレセプトデータの取扱い、コラボヘルスに取り組む上での留意点等について解説し

ています。 
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第１章 データヘルス計画の背景とねらい 

 はじめに、データヘルス計画を導入する背景と、ねらいを知ることで、健保組合および

関係者の皆さんが納得して取組を始めることができればと思います。 

 
１ データヘルス計画の背景 

【ポイント】 

・社会環境の大きな変化を背景に、健保組合には効果的な保健事業の実施が期待される 

・「日本再興戦略」の重要施策“国民の健康寿命の延伸”実現のため、健保組合にデータヘ

ルス計画の実行等が求められる 

 

社会環境の大きな変化 

我が国では、総人口に占める 65 歳以上人口の割合（高齢化率）は年々増加し、平成 26

年には 25.9％（総務省「人口推計」（平成 26 年９月 15 日現在））と世界トップの水準にな

っています。今後の高齢化率の推移（予測）をみても、私たちは世界のどの国もこれまで

経験したことのない超少子高齢社会に突入することになります。このような変化は、職場

にも少なからず影響を与えます。 

日本人の死因の約６割は、生活習慣病が占めています（図表１－１）。生活習慣病の発症

や重症化は、加齢や生活習慣等の影響を大いに受けます。たとえば、40代前半の男性は 30

代前半に比べて心筋梗塞等の心疾患の死亡率は約３倍高く、50 代前半になると７倍以上に

なります（図表１－２）2）。つまり、従業員の年齢構成は、職場における生活習慣病のリス

クを測るひとつの重要な指標なのです。 

 

図表１－１ 死因に占める生活習慣病の割合 

 
＜厚生労働省「平成 25年人口動態統計（確定数）」＞ 
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図表１－２ 年齢階級別心疾患死亡率 

 

＜厚生労働省「平成 25年人口動態統計（確定数）」＞ 

 

少子高齢化の進展や定年延長といった社会環境の変化に伴って、職場の平均年齢は上昇

を続けています。労働力人口に占める 60歳以上の割合の推移をみると、平成 22 年の 17.9％

から、平成 32年の 19.4％、平成 42年の 22.2％へと増加していくことが見込まれており 3）、

職場には年齢構成の変化に伴って生活習慣病になるリスクを高める構造的な課題が内在し

ているといえます。また、リスクの上昇は病気の発症に伴う医療費の増加につながります

が、それだけではなく、リスクが増えるほど労働生産性が落ちることは海外の先行研究で

示されており 4）、企業にとって従業員の健康づくりは重要な経営課題となっているのです。 

 
レセプト・健診データの電子的標準化の進展 

このように社会環境が変化する一方で、保健事業がＰＤＣＡサイクルで実施しやすくな

るようなインフラ整備が進んでいます。今世紀に入ってからレセプトの電子化が進んだこ

とは、「はじめに」で述べたとおりですが、平成 16 年に策定された「健康保険法に基づく

保健事業の実施等に関する指針」（厚生労働省告示第 308 号）6）（以下、｢保健事業指針｣と

いう。）では、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための重要な施策として、保険者

による健康情報の蓄積・活用が位置づけられました。 

平成 18 年通常国会で成立した「高齢者の医療の確保に関する法律」でもこの考え方がさら

に進められ、平成 20 年からスタートした特定健診制度において、レセプトの電子化に加え

て、健診データの電子的標準化が実現しました。全国どこで特定健診を受けても、基本項

目はすべて同じで、健診結果も全国で同じ様式で電子的に保険者に蓄積されることになり

ました。したがって、自健保組合の加入者の健康状況を経年推移で捉えたり、他の健保組

合と比べてどのような特徴があるのかを知ることで、自健保組合の課題や対策を考えるこ

30～34 歳の 
約３倍 

30～34 歳の 
７倍以上 
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とが容易になりました。 
政府の成長戦略における位置づけ 

 超少子高齢化の進展に伴い、働き盛り世代からの健康づくりの重要性が高まる中、政府

は金融政策、財政政策に続く“第３の矢”として発表した「日本再興戦略」（平成 25 年６

月 14日閣議決定）5）は、“国民の健康寿命の延伸”を重要な柱として掲げました。 

この戦略の中では、健康寿命の延伸に関する問題点のひとつとして、「保険者は、健康管

理や予防の必要性を認識しつつも、個人に対する動機付けの方策を十分に講じていない」

ことが指摘されました。この課題を解決するため、「予防・健康管理の推進に関する新たな

仕組みづくり」として、「全ての健康保険組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに

基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として“データヘルス計画（仮称）”の作成・

公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを

推進する」ことを掲げました。また、個人の健康保持増進に対して、保険者、企業、自治

体等がそれぞれの立場から一定の役割を果たすべきことがうたわれました。 
データヘルス計画の仕組みを活用して、健保組合等が効果的な保健事業に取り組むこと

が期待されます。 

 

図表１－３ 保健事業のＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

Plan（計画）

・データ分析に基づく事業の立案
○健康課題、事業目的の明確化
○目標設定
○費用対効果を考慮した事業選択
(例) - 加入者に対する全般的・個別的な情報提供

- 特定健診・特定保健指導等の健診・保健指導
- 重症化予防

Check（評価）

・データ分析に基づく効果測定・評価

Act（改善）

・次サイクルに向けて修正

Do（実施）

・事業の実施
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２ データヘルス計画のねらい 

【ポイント】 

・データヘルス計画は、科学的なアプローチにより事業の実効性を高めていくことがねら

い 

・その特徴は、被用者保険の特徴を踏まえた次の点：①レセプト・特定健診データの活用、

②身の丈に応じた事業範囲、③コラボヘルス（事業主との協働）、④外部専門事業者の活

用 

 

データヘルス計画の本質 

政府の「日本再興戦略」を受け、平成 26 年３月に保健事業指針の一部が改正されました。

これに基づき、すべての健保組合は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿っ

た効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るため、保健事業の実施計画（データヘルス計

画）を策定し、実施することになりました。 

これからは、やみくもに事業を実施するのではなく、データを活用して科学的にアプロ

ーチすることで事業の実効性を高めていく。これがデータヘルス計画のねらいです。 

ただし、「データヘルス計画」は、“データ至上主義”のようなものでは決してありませ

ん。これまでの取組を振り返り、データを有効活用するものです。 

具体的には、以下の取組を進めます。 

 

（１）Ｐｌａｎ（計画） 

これまでの保健事業の振り返りとデータ分析によって現状を把握、整理し、加入者の

健康課題に応じた事業を設計することで、効果的かつ効率的な保健事業を目指します。

健保組合や事業所でこれまで実施してきた取組を見直し、活用する視点も重要です。 
（２）Ｄｏ（実施） 

費用対効果の視点を導入することが重要です。そのためには、一部の高リスク者だけ

を対象とするのではなく、集団の全体最適を目指すこと、言いかえれば、加入者全体に

効率的に健康づくりの網をかける資源の最適配分が大切です。保健事業は、患者に至ら

ない「未病者」が拡大対象集団となることから、医療費だけでなく、生産性の維持・向

上の視点も重要になります。 

（３）Ｃｈｅｃｋ（評価） 

評価に当たっては、計画策定時に評価指標を設定しておくことが必要です。また、対

象を明確にし、取組の前後比較や参加しなかった群等との比較に基づく評価が大切です。

短期での効果を評価する指標と、中長期の指標を意識して設定します。 

（４）Ａｃｔ（改善） 

評価結果に基づき、事業の改善を図ります。保健事業への参加率が低い状況の背景に
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加入者の意識の醸成が不十分であったと考えられる場合には、健診結果に基づく情報提

供を徹底します。参加の促進に問題があると考えられる場合には、事業を実施するタイ

ミングを見直す、健診受診後に参加への動線をつくるといった改善を図る工夫が必要で

す。メタボリックシンドローム該当者の割合が減らない理由として、新たにメタボリッ

クシンドロームとなる者が多いことが挙げられる場合には、プログラムの適用対象の設

定を 40 歳未満に引き下げる等、メタボ層への新規の流入を予防する取組を試みることが

有用です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被用者保険の特性を踏まえた保健事業 

 関係者の理解を得ながら着実に保健事業を進めるためには、被用者保険の持つ強みや特

性を踏まえた事業運営を図ることが大切です。データヘルス計画の特徴として、次の４つ

があります。 

（１）レセプト・特定健診データ等の健康・医療情報の活用 

データを活用して自己および自集団を俯瞰
ふ か ん

することで、個々の加入者も、施策立案者

も「自分ごと」となります。そういう意味で、データは健康づくりの起点となるもので

あることを強く意識することが必要です。 

（２）身の丈に応じた事業範囲 

健保組合によって規模や財政状況、組織環境等は異なります。さらに、働き盛り世代

の健康は企業文化（職場環境）に強く影響を受けます。このため、各健保組合の状況、

<データヘルス計画で取り組むこと> 

Ｐ（計画）；これまでの保健事業の振り返りとデータ分析による現状把握に基づき、加入

者の健康課題を明確にした上で事業を企画 

Ｄ（実施）；費用対効果の観点も考慮しつつ、次のような取組を実施 

・加入者に自らの生活習慣等の問題点を発見しその改善を促すための取組 

（例：健診結果・生活習慣等の自己管理ができるツールの提供） 

・生活習慣病の発症を予防するための特定保健指導等の取組 

・生活習慣病の進行及び合併症の発症を抑えるための重症化予防の取組 

（例：糖尿病の重症化予防事業） 

・その他、健康・医療情報を活用した取組 

Ｃ（評価）；客観的な指標を用いた保健事業の評価 

（例：生活習慣の状況（食生活、歩数等）、特定健診の受診率・結果、医療費） 

Ａ（改善）；評価結果に基づく事業内容等の見直し 
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職場の環境や事業主との関係を含めた保健事業の進捗状況に応じた“身の丈”に合った

取組が望ましいと考えられます。データヘルス計画は、それぞれの健保組合の進み具合

に合わせて、始めからすべての保健事業を網羅しなくても取り組めるところから一歩ず

つ進めていく計画である点で、すべての健保組合で着実に実施できることを目指してい

ます。 

（３）コラボヘルス(事業主との協働) 

職場環境の整備や従業員への意識づけ等、事業主との協働により保健事業の実効性が

高まる場面は多くあります。効果的な保健事業は生産性の維持・向上にもつながり得る

ことから、事業主とメリットを共有して事業を推進することが、データヘルス計画を実

施する上で効果的です。 
（４）外部専門事業者の活用 

健保組合では、組合によって異なりますが、特に専門職の人材不足が課題となってい

ます。外部専門事業者の活用には、これらの人材不足を補い、民間による創意工夫を活

用するメリットがあります。 
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３ 他の施策・計画との関係 

【ポイント】 

・特定健康診査等実施計画とは相互に連携して策定 

・「「日本再興戦略」改訂 2014」は、健康経営を促し、健保組合と事業主の協働を促進 

 

特定健診制度との関係 

平成 20 年度に開始した特定健診制度は、健診データを電子的に標準化し、データに基づ

き保健事業のＰＤＣＡを回すことをねらいとしています。また、特定健康診査等実施計画

は、保健事業の中核をなす特定健診および特定保健指導の具体的な実施方法等を定める計

画であることから、健保組合が保健事業を総合的に企画し、効果的かつ効率的に事業が実

施できるよう、データヘルス計画と特定健康診査等実施計画とは相互に連携して策定する

ことが望ましいとされています。 

データヘルス計画の策定は、健保組合が平成 20 年度以降の特定健診制度の導入以降実施

してきた種々の保健事業を振り返り、特定保健指導の実施率向上やメタボリックシンドロ

ーム該当者割合の事業所間格差の解消といった課題を解決する方策を検討する好機でもあ

ります。 

具体的には、加入者や事業所の特性を踏まえつつ他の健保組合と比べることにより、特

定保健指導の効果を改めて検証して自健保組合に合う効果的な方法を検討することや、特

定健診受診後のフォローを強化する方策を導入することにより、特定保健指導への参加を

促すといった組み立てを図ることが可能です。 

 

企業の健康経営を促す施策 

日本再興戦略では、健康寿命の延伸に関して、「企業にとっても、本来、社員の健康を維

持することは、人材の有効活用や保険料の抑制を通じ、会社の収益にも資するものである

が、こうした問題意識が経営者に浸透しているとは言い難い」と企業側の問題点も挙げて

います。 

政府は成長戦略の更なる“進化”を図るため、平成 26 年６月に「「日本再興戦略」改訂

2014」7）を公表し、“経営者等に対するインセンティブの付与”を掲げました。ここでは、

「経営者等に対するインセンティブとして、以下のような取組を通じ、健康経営に取り組

む企業が、自らの取組を評価し、優れた企業が社会で評価される枠組み等を構築すること

により、健康投資の促進が図られるよう、関係省庁において年度内に所要の措置を講ずる」

とされ、職場における健康増進の取組を社会として応援し、進める姿勢が明確に打ち出さ

れました。これらを受けて、たとえば厚生労働省労働基準局では、保険者と連携した取組

を含めて、安全や健康の取組を進める企業を評価し、公表する制度の検討に入っています 8）。 
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 このような施策は、事業主による健康増進活動を促し、健保組合との協働を促す好機に

なると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■健康経営を普及させるための施策（例） 

・健康増進に係る取組が企業間で比較できるよう評価 

 指標を構築するとともに、評価指標が今後保険者が策定・実施するデータヘルス 

 計画の取組に活用されるよう具体策を検討  

・東京証券取引所において新たなテーマ銘柄（健康経営銘柄（仮称））の設定を検討 

・「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」や ＣＳＲ報告書等に「従業員等の健康 

 管理や疾病予防等に関する取組」を記載 

・企業の従業員の健康増進に向けた優良取組事例の選定・表彰 等 
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４ 計画の期間および公表・周知 

【ポイント】 

・第 1期は、平成 27 年度～平成 29年度（３年間）、第２期は「特定健康診査等実施計画（第

３期）」に合わせて策定 

・データヘルス計画をホームページ等で公表し、関係者へ周知 

 

 データヘルス計画の期間（第１期）は、平成 27年度から平成 29 年度までの３年間です。

平成 30 年度からの第２期のデータヘルス計画期間は、特定健康診査等実施計画（第３期）

の期間に合わせて、改めて設定される予定となっています。 

 また、保健事業の目的や内容が加入者、事業主等の関係者に理解され、事業の実効性が

高まるように、データヘルス計画はホームページや広報誌等で公表され、関係者への周知

が図られることになっています。 

 
■健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針 

平成 16 年 7月 30 日厚生労働省告示第 308 号 

最終改正：平成 26 年 3月 31 日厚生労働省告示第 139 号 

第四 保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定、実施及び評価 

 五 計画期間、他の計画との関係等 

   （略） 

   なお、策定した実施計画については、分かりやすい形でホームページ

等を通じて公表すること。 
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５ 提出物 ※本様式は未定稿です。 
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第２章 データヘルス計画の構造 

“データに基づく保健事業の設計書”であるデータヘルス計画。どのような構造の設計

書であるかを理解すると、事業の組み立てを円滑に検討することができます。 

 

１ 事業の構造 

【ポイント】 

・まず、事業主との協働による「職場環境の整備」と、本人の健診データに基づく個別性

の高い情報提供による「加入者への意識づけ」を考える（「保健事業の基盤」） 

・次に、健保組合の健康課題に応じ、効果が高いと見込まれる事業（特定保健指導、疾病

の重症化予防、その他の取組（重複受診への指導、後発医薬品の使用促進等））を選定す

る（「個別の事業」） 

 

 働き盛り世代では、自らの健康は二の次になりがちです。また、ほとんど自覚症状がな

い生活習慣病の予防行動をとるのは至難の業です。したがって、従来の保健事業では、一

部の加入者しか参加しない、事業所全体に効果が広がらないという状況が見受けられまし

た。 

 そこで、データヘルス計画では、データを活用することで加入者個々に気づきを与え、

生活習慣改善の必要性を理解してもらうことがまず重要になります。加入者だけでなく、

事業主に対しても意識の醸成を図り、保健事業が職場に浸透しやすく健康行動を実践しや

すい状況や環境をつくることも同様に重要です。このように、「保健事業の基盤」によって

加入者および事業主に対する地ならしをし、その上に、健康行動を実践できるよう支援す

るプログラムである「個別の事業」を導入することで、保健事業の効果・効率を上げる構

造をつくっていきます。 

 

図表２－１ 保健事業の効果・効率を上げる構造 
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保健事業の基盤 

 職域では業種や職種によって罹りやすい疾病が異なったり 9）、地域では都道府県によって

脳梗塞や心筋梗塞といった疾病の年齢調整死亡率が大きく異なることがわかっています 10)。

これには、職場の環境や働き方、地域の生活文化等が影響していることが考えられます。

したがって、働き盛り世代の健康づくりでは、「（１）職場環境の整備」が大切です。 

また、社会環境の変化により職場の平均年齢の上昇が考えられることから、加入者全員

に働きかけをして、健康の維持・増進を図ることがたいへん重要になります。また、保健

事業が予防効果を高めるためには、病気になる前、リスクが低い段階から働きかけること

が大切です。そこで、事業の効果を上げるために、「（２）加入者への意識づけ」によって

健康意識の醸成を図ります。 

このような背景から、効果的な保健事業を実現するためには、「（１）職場環境の整備」、

「（２）加入者への意識づけ」が不可欠になります。これが、「保健事業の基盤」です。 

 

（１）職場環境の整備 

  自らの健康にとって最もリスクとなることとして、どの年代も「生活習慣病を引き起

こす生活習慣」と回答する割合が最も高くなっており、特に 40～64 歳の働き盛り世代で

その割合は高くなっています 11）。 

その一方で、たとえば運動習慣があるのは働き盛り世代では２～３割にとどまってお

り、健康日本 21 の最終評価でも「運動の重要性は理解しているが長期にわたる定期的な

運動に結びついていないと考えられる」状況であることが指摘されています。このよう

に、働き盛り世代は、健康づくりに無関心ではないものの、自ら健康行動をとるのは難

しいことがうかがえます。 

  そこで、一日の時間の多くを過ごす職場の環境の整備と積極的な加入者への働きかけ

こそが重要であり、仕事の動線上に健康づくりを促す仕掛けがあることが望ましいと考

えられます。 

保健事業指針第五では、「五 事業主との関係」において、事業主との協働を図ること

で、「加入者が参加しやすい実施時間及び場所を確保することにより、保健事業に参加し

やすい職場環境を醸成する」ことを進め、事業主に「加入者に対して保健事業への参加

を勧奨してもらう」ことや、「職場における禁煙や身体活動の機会の提供等、個々の加入

者が健康づくりに自主的に取り組みやすい環境が職場において実現する」ことを求めて

います。 

また、職場では、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づく健診後の保健指

導や健康増進活動が行われています。それらを確認し、共同でできること等を計画する

ことも大切です。 

健保連が実施した「保健事業の運営実態からみた健康保険組合の優位性に関する調査

研究」によると、事業主と健保組合との連携が強いほど、医療費が低額である傾向が示
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されました（図表２－２）。あくまで現象を捉えたもので、因果関係の検証ではありませ

んが、事業主との連携は健保組合の運営にとって良い方向に働く可能性があり、かつ保

健事業の地ならしとして重要である「職場環境の整備」につながることは間違いありま

せん。「事業主との協働（コラボヘルス）」については、本章「２ 関係機関との協働」

もご覧ください。 

 

図表２－２ 健保組合と事業主との連携度合いと医療費の状況 

  

 

（２）加入者への意識づけ 

働き盛り世代は、自らの健康や病気のリスクに対する自覚や優先度がそれほど高くな

い傾向にあるため、これをベースに施策を考え、事業を組み立てることが重要です。つ

まり、加入者が自らの健康状態を知ること、自覚することが健康づくりの出発点になり

ます。 

しかしながら、健診に関しては、血清コレステロールや血糖といった自分の検査値を

「知っている」のは４人に１人程度であり、７割以上が健診結果を正しく認識していま

せん 12）。 

したがって、データヘルス計画では、本人の健診データに基づく「情報提供」を工夫

し、健康に関する意識の醸成を図ることが必要です。 

保健事業指針の第四では、「二 実施計画に基づく事業の実施」の最初に、「一次予防の

取組としては、加入者に自らの生活習慣等の問題点を発見させ、その改善を促す取組を

行うこと」としています。具体的には、「情報通信技術等を活用し、加入者自身の健康・

医療情報を本人に分かりやすく提供すること」や「加入者の健康増進に資する自発的な

活動を推奨する仕組みを導入すること」が示されています。 

実際に、健診結果の検査値やリスク判定を提示するだけでなく、同性・同年代での順
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位や経年比較により本人の相対的な位置づけを示したり、生活習慣改善のポイント等を

提示する個別性の高い「情報提供」（図表２－３）を行うことで、自らの健康状況や生活

習慣改善の必要性を認識し、行動変容につながりやすくなることが先行研究からもわか

っています 13）。 

 

図表２－３ 健診結果に基づく「情報提供」による加入者への意識づけ 

 
＊図中の健康分布図は、健保連「レセプト管理・分析システム」の帳票「生活習慣病・健診

レベル判定分布」で示される図です。 

 

個別の事業 

 

 保健事業指針では、「第四 保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定、実施及び

評価」において、「効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画を

策定した上で保健事業及び評価の実施を行うこと」とされています。これは、自健保組合
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の現状を把握した上で、特定健診、特定保健指導等これまでに取り組んできた事業を整理

し、必要に応じて事業の見直しや新規の企画を検討することを意味します。既存事業の再

構成、新規事業の実施のいずれであっても、健康課題に応じた事業の方向性を定め、事業

目的に適し、かつ効果が高いと見込まれる事業を選択することが重要です。 

 保健事業指針第四の「二 実施計画に基づく事業の実施」には、「保健事業の基盤」に位

置づけられた加入者の意識づけにつながる「情報提供」のほかに、「（１）生活習慣病の発

症予防としての特定保健指導」、「（２）疾病の重症化予防」、「（３）健康・医療情報を活用

したその他の取組」が例示されています。 

 

（１）生活習慣病の発症予防としての特定保健指導 

特定保健指導は、対象者が自身の健康状況を知り、生活習慣改善を継続的に行えるよ

う支援することが目的です。 

特定保健指導では、支援を通して参加者からの貴重なインタビューデータや行動記録

が入手できます。これらのデータを把握することによって、健診・レセプトデータでは

見ることができない加入者の動的な生活の様子が見えてきます。なぜ健康状況が悪化し

ていくのか、なぜそれを改善できないのかが明確になり、特定保健指導をより効果的な

プログラムとしたり、他の保健事業を組み立てる上でのヒントとなり得ます。 

まず、参加者個々の支援データは、対象者の特性にあった支援を実施するために活用

できます。活用のタイミングには、特定保健指導の期間中だけでなく、その前後も含ま

れます。経年でのプログラム参加者の場合、支援を始める前に過去の支援内容や本人の

取組状況を確認することで、つまずきやすいポイントを事前に把握することができます。

支援中は、取組状況や体重記録をもとに定期的に経過を振り返り、支援方針の見直しや

停滞期への準備を行います。支援終了後も、生活習慣の改善を継続しリバウンドを防ぐ

ために、対象者自身が健診結果や記録データをモニタリングすることが有用です。 

次に、蓄積された集団の支援データを対象集団の過去や他の集団と比較することが有

用です。これによって、対象の特性を明確にすることができます。たとえば、保健指導

の実施状況や効果を経年で比較する、他の事業所と比較することを通じて、事業所特有

の生活習慣、職場習慣および健康リスクといった特性が把握できます。これは、保健指

導の対象年齢の拡大（引き下げ）や、非肥満のリスク者を対象とした保健指導等、自健

保組合に合った効果的な方法を検討することにつながります。 

また、保健事業指針では、実施率を上げることに加えて、生活習慣の改善により予防

効果が期待できる者を明確にして、優先順位をつけて行う考え方も示されています。特

定保健指導の評価の結果から改善効果が高い年代やリスクの種類がわかれば、プログラ

ムへの参加を促す対象を特定することも可能です。 

このように、データヘルス計画では、特定保健指導の取組を通して得られるデータや

評価結果から得られるデータを活用して、特定保健指導プログラムの質の向上にとどま
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らず、生活習慣病の発症予防に効果的な保健事業を設計することを目指します。 

 

（２）疾病の重症化予防 

疾病の重症化予防は、医療機関と連携して、生活習慣病の進行や合併症の発症を抑え

る取組です。 

重症化予防に取り組む前提として、対象とする病気がどのように進行していくのか（自

然史）を知っておくことが大切です。その上で、病気の進行の程度や治療状況に応じた

対策を講じます。たとえば、現在医療機関を受診している加入者に対して、受診を継続

してもらうようハガキや電話等で働きかけます。服薬者は健診時の問診の服薬状況やレ

セプトの通院・服薬状況から確認できます。また、健診結果と組み合わせることで生活

習慣の改善状況を把握できることから、受診していても検査値が受診勧奨レベルの加入

者が多い場合は、治療状況を確認した上で、生活習慣改善の支援を検討します。 

保健事業指針では、健診・レセプト情報等を活用して疾病リスクの高い者を抽出し、

優先順位を設定すること、病気の進行および合併症の発症を抑えるために適切な保健指

導、受診勧奨を行うことが挙げられています。また、医療機関で受診中の者を対象とす

る場合は当該医療機関と連携すべきことが示されています。 

 

（３）健康・医療情報を活用したその他の取組 

健診・レセプトデータを分析することによって、自健保組合の疾病構造や加入者の受

診行動を把握することができます。具体的には、総医療費に占める疾病別医療費の割合

や経年変化、高額医療費のランキング等が挙げられます。さらに、保健事業指針では、

データを活用した事業例として、重複受診者への指導、後発医薬品の使用促進が挙げら

れています。 

複数の医療機関を受診している加入者に対して適切な受診について説明したり、後発

医薬品の利用を促したりすることで、患者負担の軽減と医療費の適正化効果が期待でき

ます。また、健診データとレセプトデータを突合分析することにより、リスクに基づく

働きかけの優先順位を整理することが可能となり、効果が上がりやすい対象者の選定に

つながります。 

ウォーキングキャンペーン等のポピュレーションアプローチについても、健診や保健

指導データを利用することによって、より効果的な事業にすることが可能です。たとえ

ば、生活習慣病リスクの保有者を対象とした健診受診前の生活習慣改善プログラムの案

内や、特定保健指導で一定の効果を上げた参加者を対象としたリバウンド防止プログラ

ム等が挙げられます。データを活用して集団の特性に応じた通知やプログラムを工夫し

て実施することによって、事業の効率を上げ、事業相互の相乗効果も期待できます。 
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２ 関係機関との協働 

【ポイント】 

・事業主との協働（コラボヘルス）は、これまでの取組の経緯や事業所の状況を踏まえる

ことで推進され、保健事業の実効性を高める 

・特に、被扶養者への働きかけでは、健診機関や生活基盤である市町村等との協働も意識

する 

 

事業主との協働（コラボヘルス） 

事業主との協働（コラボヘルス）は、データヘルス計画の特徴のひとつに掲げられてい

ます。被用者保険者の持つ強みや特性を踏まえた展開を目指す視点からも不可欠な取組で

す。 

事業所ではこれまで、労働安全衛生法に基づく働く人の心とからだ両面にわたる健康づ

くりを目指した活動として、トータル・ヘルスプロモーション・プラン（ＴＨＰ）が実践

されてきました。ＴＨＰでは、個人の生活習慣を見直し、若年期から継続的で計画的な健

康づくりを進めることで、働く人がより健康になることを目標としています。 

また、健康増進法の施策に合わせて厚生労働省が策定した「職場における喫煙対策のた

めのガイドライン」の下で、事業所の実態に即した喫煙対策に取り組む環境整備が進めら

れています。 

このような取組の経緯や事業所の状況を踏まえて、どのような保健事業が職場で受け入

れられ、効果的・相補的な取組となるかを検討することは、相互の協力・信頼関係の構築

に資すると考えられます。 

保健事業指針第五では、「五 事業主との関係」として、「保険者は、十分な保健事業を実

施することができるよう、事業主又は事業主の代表者等に対して、保険者又は事業所ごと

の加入者の健康状況や健康課題を客観的な指標を用いて示すこと等により、保健事業の必

要性についての理解を得るよう努めること」を求め、現状および健康課題の共有が事業主

の理解を得る起点になることを示しています。実際、健保組合が「健康白書」として従業

員の健康状況を共有したり、事業主との会議を定期的に持つことで、職場の健康課題に関

する認識が深まり、職場環境の整備が進んだ企業は少なくありません。 
また、保健事業指針第五の五では、「保険者が行う保健事業は、事業主が行う福利厚生事

業や労働安全衛生法に基づく事業と密接な関係がある。このため、特に健保組合において

は、保健事業の実施に当たって、それぞれの役割分担を含めて、事前に事業主等と十分な

調整を行い、効率的な実施に努めること。」とし、従業員への働きかけにおいて役割分担が

明確になれば、相互の連携が進むことを示唆しています。 

前述の健保連の調査結果からも、コラボヘルスが保健事業の実効性を高め、健康効果を

高める可能性がうかがえます。実際に、健保組合のデータを活用し、職場で重症疾患が発
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症している状況や従業員（被保険者）の健康リスクを正しく把握したことで、積極的な健

康投資に舵を切り、健康づくりの推進によりメタボリックシンドロームの該当者の減少効

果を上げている事業主が現れ始めました。従業員の健康を重要な経営課題と捉え、企業内

で健康増進に積極的に取り組む「健康経営」という経営スタイルは、「「日本再興戦略」改

訂 2014」でその推進が掲げられたところですが、事業主にとってコラボヘルスは「健康経

営」を進めるツールにもなり得ます。 
なお、保健事業指針では、40 歳未満の被保険者の健康診断データの活用等を進め、労働

安全衛生法に基づく事業との積極的な連携を推奨しています。これは、若年期から検査値

や生活習慣の状況を捉えることによって、早期に効果的な働きかけを行うことが容易にな

ることから、予防医学的に重要な取組です。 
 
図表２－４ 健康投資の考え方 
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その他関係機関との協働 

 事業主との協働のみならず、関係機関との協働も保健事業の運営を円滑にする上で重要

なポイントとなります。 

 

図表２－５ その他関係機関との協働 

関係機関 協働内容 対象者 

地方公共団体 （健康増進法に基づく）がん検診の周知・受診

促進 

被扶養者 

（被保険者） 

 市町村国民健康保険 （企業の）退職前の年金セミナー等で市町村国

保の特定健診等の健康施策の情報を提供 

被保険者 

企   業  日常生活で触れる商品やサービスと一緒に健康

情報を提供、プログラムの利用促進を目的とし

た協賛等 

被保険者 

被扶養者 

健 診 機 関  健診受診後に特定保健指導を実施、年間を通じ

て健康情報を提供 

被保険者 

被扶養者 

大   学  健康課題の抽出や事業評価の場面で、専門的な

知識やノウハウを付与 

被保険者 

被扶養者 

 

（１）地方公共団体との協働 

健保組合にとって被扶養者へ働きかける手段を確保することは、保健事業の普及・定着

を図る上で重要ですが、必ずしも容易ではありません。被扶養者にとって地域は生活の基

盤であることから、市町村等地方公共団体との協働に努めることは大切です。 

成人の被扶養者は女性の割合が高いことから、若年期・壮年期の健康課題に対応する子

宮頸がん検診、乳がん検診の受診を促し、健康意識を高める方策は有用と考えられます。

地方公共団体と協力して、（健康増進法に基づく）がん検診の実施主体である市町村の窓口

等の情報を加入者に周知する健保組合の試みも始まっています。両検診の全国の受診率は

それぞれ 20％に満たず、地方公共団体としても受診率を向上させる上で健保組合との連携

は有意義です。なお、人間ドック等の形で任意型のがん検診を導入している健保組合にお

いては、メタボリックシンドロームの該当率が低い女性にはがん検診を保健事業の入口と

して位置づけ、受診後に継続したコミュニケーションを図る方策もあります。 

一方、市町村の国民健康保険では、企業退職者の健診受診率は必ずしも高くないことが

指摘されています。その理由としては、職場で毎年習慣的に受診していた健診がなくなる

ことが考えられます。このため、企業の退職前の年金セミナー等を活用して地方公共団体

が健康施策に関して情報提供する試みが始まっています。国保に移行しても特定健診や地

方公共団体が実施する各種健康事業があることを伝え、退職後の円滑な利用を促すねらい

です。 
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このような連携は、健保組合には退職者への有用情報の提供、地方公共団体には事業へ

の参加促進といった相互にメリットがあり、発展的な協働につながる可能性があります。

特定の地域に事業所が集中している一部の健保組合を除いて、多くの健保組合は全国に加

入者が居住することから、現状では地方公共団体との協働にはハードルがありますが、将

来的には健診の共同事業化等に複数の健保組合が連携して取り組むことによって、地方公

共団体との効率的な協働が生まれる可能性があります。 

 

（２）企業との協働 

企業との協働は、健康づくりの幅を広げたり、保健事業のコスト低減にもつながる可能

性があります。 

健康日本 21（第二次）では、その基本的な方向の中で、「個人の健康を行政機関のみなら

ず、広く国民の健康づくりを支援する企業、民間団体等の積極的な参加協力を得ること」

を挙げており、「企業活動や自社の商品・サービスを通じて、より多くの国民に対して健康

づくりの意識を高め、行動を変えるよう働きかけを行うことにより、健康に関する情報の

露出が図られ、健康づくりへの意識づけが広がることが期待される」と指摘しています。 

日常生活で触れる商品やサービスと一緒に健康情報が提供されれば、消費者の意識が自

然に高まる可能性があります。地方公共団体との連携の下、がん検診の重要性をＰＲする

リーフレットを自社の顧客に配布する、健康プログラムの参加者に商品の割引をするクー

ポンを提供する、利率の良い預金商品を提供するといった企業の取組も始まっています。

企業が提供する各種プログラムのねらい・内容を見極めた上で、保健事業に活用すること

が考えられます。 

 

（３）健診機関との協働 

健診の受診は健康づくりの起点になる貴重な機会であり、このチャンスを生かす取組は

有用です。 

先進的な人間ドック健診機関等では、当日の結果説明や特定保健指導の実施だけでなく、

健診受診後も受診者に健康情報の提供によって年間を通じてコミュニケーションを図り、

健康づくりの推進や継続受診を促しています。また、健診機関との協働は、継続した接点

がつくりにくい被扶養者との動線を構築する上でも有用です。 

検査項目数や設備といったことだけではなく、健保組合と協働して保健事業を実施する

健診機関を選ぶことが、効果的な保健事業の実現にも寄与します。 

 

（４）大学との連携 
健康課題の抽出や事業評価等専門的な知識やノウハウが必要となる場面で、医療専門職

がいない健保組合がこれらを実施する際に苦労することは少なくありません。 
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 地元の大学等と連携することは、健保組合に不足しがちな医学、公衆衛生学、疫学等の

学術的な視点を保健事業に活用する観点から有用です。大学との連携によって、健診・レ

セプトデータ等を科学的に分析できるほか、協働で保健事業を実施する場合には、当該保

健事業の企画や実施方法、評価方法を適切に設定できるようになると考えられます。 
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第３章 データヘルス計画の策定 

“データに基づく保健事業の設計書”をつくる実務的なポイントを整理します。 

事前準備から計画の見直しまでを４つのＳＴＥＰに分けて、どのような視点で何をすれ

ばよいかを整理します。ここでは、データヘルス計画の作成に焦点を当て、検討する流れ

をわかりやすくするために、本文中にＡ健保組合の想定事例を示しています。 

計画の作成に当たっては、３年間で実施する保健事業の中で、１年目、２年目で何を達

成するかということや、目指すべき姿を短期と長期の両方の視点でイメージすると、第一

歩を踏み出しやすくなります。 
大切なのは、保健事業の検討につながる分析、現状の把握をすることです。データの分

析自体がデータヘルスの目的ではありません。健診・レセプトデータに基づく分析は健保

組合の健康課題を抽出するために有用ですが、現在の取組を振り返ることからスタートし

ても、より効果的な事業へ改善を図るヒントを得ることができます。手をつけやすいとこ

ろから始めてみましょう。たとえば、ＰＤＣＡの順にこだわらず、既存の取組の評価（Ｃ）

から始める「ＣＡＰＤ」も一つの方法として考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

STEP１  現状を把握する 

（１）現在の取組の棚卸し（加入者の属性、事業所の概要を整理し、

健保組合・事業所のこれまでの取組を振り返る） 
（２）基本分析で現状把握（レセプト・健診データ等から現況を把握） 
 ① 事前準備 

② 保健事業の対象とすべき疾病の把握 
 ③ 詳細な把握 

STEP２  健康課題を抽出する 

 現状把握からみえる健康課題を抽出し、併せて解決の方向性を整理 
 

STEP３  
課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

抽出した健康課題に対応した保健事業を、基盤となる事業・個別の

事業ごとに設計。（数値）目標と評価指標を設定 

STEP４  事業の運営を通じて計画の見直しを図る 

 評価結果に基づき、必要に応じて計画を見直す 
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（１） 現在の取組の棚卸し 

保健事業が普及・定着するためには、加入者の属性や事業所の環境に適した事業である

ことが大切です。また、健保組合や事業所でこれまでに取り組んできた事業を活用する視

点が重要になります。 

具体的には、以下の事項について、把握できるところから整理していきます。健保組合

の取組に関しては、まずは各種健診・検診や特定保健指導といった主な保健事業から整理

します。事業所の取組については、１年目、２年目と事業主との連携を進める中で徐々に

把握していくことで構いません。事業所の取組の内容を知ることによって、健保組合の保

健事業として活用できる資源や連携し得る体制のあり方が明確になっていきます。 

 

■加入者の属性（性・年齢構成、人数、居住圏等） 

  加入者の性・年齢構成は健康課題に大きく影響します。また、加入者の居住地（分布）

は地方公共団体との協働の可能性を図る上での有用な情報となります。 

■事業所の概要（事業所数・規模、業種、職種構成、勤務形態、衛生管理組織、関連設

備・施設等） 

  保健事業の周知を図る方法（いつ、どこで、誰に、どのようにして周知すれば効果的

か）やプログラム内容を検討する上で、事業所の様子や業種、勤務形態は必要な情報と

なります。食堂や売店、自動販売機の設置状況やメニューも職場環境を整備する際の参

考情報です。 

■健保組合の取組（目的・概要、対象、実施状況、課題等） 

  既に実施されている保健事業の目的および概要、対象、目標、課題を整理することで、

自健保組合の健康課題に合う事業であるか、今後見直しの必要があるか、リソースを補

完すべきか、といった検討に活用することができます。 

 

 

【ポイント】 

・はじめに加入者の属性、事業所の概要、これまで実施してきた健保組合・事業所の取

組を整理（振り返り）。何ができていて何ができていないかを整理し、これまでの事業

を活用する視点が重要 

・健保組合の健康課題を明確にするため現状を把握。基本分析で他健保組合や自健保組

合の過去と比較して特徴を明確にする 

STEP１ 現状を把握する 
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■事業所の取組（目的・概要、対象、実施状況、課題等） 

  事業所における取組についても、その目的および概要、対象、目標、課題を整理する

ことで、健保組合の保健事業として活用し得るかの検討に活用することができます。事

業所の事業内容を知ることは、連携の強化や相互の役割分担の明確化にもつながります。 

    

表紙

基本情報

棚卸し

事前準備

医療費

健診結果

リスク者把握

後発医薬品

健康課題の抽出

実施計画

実施計画

評価設定

評価設定

STEP3 STEP2 STEP1 
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※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 基本情報 
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★当健保組合では基本情報から、次のような特徴を把握しました。 

1．大規模な健保組合（被保険者数２万６千人、加入者数５万人弱）である。 

2．全適用事業所のうち、母体企業の本社に被保険者のおよそ半数が所属している。 

3．事業主の拠点が全国にあり、加入者も点在している。 

4．30 歳代後半から 40 歳代に加入者構成が偏っている。 

5．健保組合には、医療専門職が不在。 

 

★以上の特徴から、対策検討時に留意すべき点を以下のとおり整理することができます。 

 ＜1～3 について＞ 

  当健保組合が加入者（特に被保険者）個々に対して直接的に働きかけることは、効果性・

効率性から有効ではないと考えるため、事業主との協働（コラボヘルス）が重要である。

その際、全国一律に開始することは難しいが、協力的な事業所との事例づくりから始める。

特に被保険者のおよそ半数が所属する本社は、重要協働先として位置付けたい。 

 ＜4 について＞ 

  将来的な加入者構成（40・50 歳代がボリュームゾーンとなる）を考えた場合、30 歳代後

半から 40 歳代の加入者の健康維持・増進が重要となる。 

 ＜5 について＞ 

  保健事業を実施する過程では、定期的な効果測定を行うが、その結果に対する考察や次

の展開への仮説の設定には、予防医学的な知識・経験が必要となるため、事業主の専門職

もしくは委託事業者の活用を検討する。 
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※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合の既存の取組を整理したことで、次のような特徴を把握しました。 

1．生活習慣病のリスク保有者への対策は、特定保健指導のみである。 

2．機関誌を自宅に持ち帰らない被保険者が多い。 

3．ウォーキングプログラムの参加者が固定化されている。 

4．人間ドック、歯科検診は受診者が固定化されている。 

5．被保険者における婦人科健診の受診率が低い。 

  

★以上の特徴から、対策検討時に留意すべき点として以下を整理することができます。 

 ＜1 について＞ 

非肥満のリスク保有者や服薬中のため特定保健指導の対象とならない者、40 歳未満の者

で生活習慣病のリスク保有者に対し、生活習慣の改善を促す支援を行ってこなかったため、

多くの生活習慣病リスク保有者が放置されていた可能性がある。レセプト・健診データに

基づく現状把握の結果を踏まえて、対策の内容と優先順位を判断したい。 

 

 

 棚卸し 
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＜2 について＞ 

機関誌は、健保組合が加入者に対して網羅的に情報発信できる手段であり、すべての保

健事業のプロモーションとしての重要なツールであることから、プロモーションの効果を

最大化するために、配送方法（自宅直送）や誌面の内容について、これまで以上に工夫す

る必要がある。 

＜3 について＞  

参加者を拡大する工夫として、機関誌のみでの案内から、事業所にイベント告知ポスタ

ーを貼ってもらう、健診データに基づく「情報提供」と併せて周知するといった対策を検

討したい。 

＜4 について＞ 

人間ドックや歯科検診の受診者が固定化されていると、加入者全体での健診・検診によ 

るスクリーニング効果が低下することから、新規受診者を取り込む工夫が必要である。た

だし、受診者が増えた場合の健診・検診費用を考えると、現状の枠組を維持することは困

難であることから、レセプトデータに基づく現状把握の結果を踏まえて、健診メニューや、

対象者、自己負担額（例.節目年齢は全額補助）等のあり方を検討する必要がある。 

＜5 について＞ 

職場での健診実施や、就業時間内での健診受診を可能とする等の工夫をしたが、これ以 

外に、婦人科健診の必要性を訴求するプロモーション活動や、自己負担額の見直しを検討

する必要がある。 

 

 
 

基本情報や取組を整理してみると… 
■Ａ健保組合と同じような特徴が見えた場合、留意すべき点は前記以外にもあります。

実際、Ａ健保組合でも基本情報の把握やこれまでの取組を整理したことで課題が見つ

かり、様々な検討をする中で、前記のような整理ができました。 

■健保組合の体制、事業所の構成や環境は、保健事業の運営に影響を与えると考えら

れます。基本情報を把握しておくと、どのような保健事業が実施可能か、どのような

やり方が事業所に受け入れられやすいか、といったことを検討する際の参考となるで

しょう。 

■また、これまでの取組を健保組合、事業所ごとに整理してみると、重複している事

業や目的が明確でない事業が出てくる可能性があります。それらの事業については、

健康課題に応じた事業を選定する際に、改めて位置付けを検討することが重要となり

ます。 
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（２）基本分析で現状把握 

 自健保組合の健康課題を明確にする目的で、現状を把握します。保健事業指針では、「実

施計画の作成に当たっては、特定健診の結果、診療報酬明細書等情報等を活用し、保険者、

事業所、加入者等ごとに、生活習慣の状況、健康状態、医療機関への受診状況、医療費の

状況等を把握し、分析すること。」としています。本手引きではレセプト管理・分析システ

ムを活用して、「① 事前準備」、「② 保健事業の対象とすべき疾病の把握」、「③ 詳細な把

握」に分けて整理します。 

また、保健事業指針では分析の際、「性別、年齢階層別、疾病別の分析のほか、経年的な

変化、他の保険者又は事業所との比較等更に詳細な分析を行うよう努めること」としてい

ます。これは、年齢階層や事業所、業種（企業）といった集団相互で比較することで、当

該集団の特徴を捉えやすくなり、リスク発生の背景を探ることにつながるからです。 

 

①  事前準備  

はじめに、特定健診の受診状況、特定保健指導の実施状況、メタボリックシンドローム

該当者および予備群の推移等を把握しておきます。これは、他の健保組合との比較を通じ

て、対策の必要性を確認することに加え、たとえば特定の年齢階層や被扶養者で受診率が

相対的に低い場合に、把握した集団の特性に偏りがある可能性を考慮するためです。また、

特定保健指導の脱落率といった指標を捉えておくと、プログラムの内容や実施方法等に関

する見直し、効果をあげる工夫の検討に活用できます。 
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表紙

基本情報

棚卸し

事前準備

医療費

健診結果

リスク者把握

後発医薬品

健康課題の抽出

実施計画

実施計画

評価設定

評価設定

STEP3 STEP2 STEP1 
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■特定健診の受診状況から見える課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

 

 

 

 

 事前準備 
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★当健保組合では、前掲のグラフを作成し、他健保組合と比較した結果、課題として以下の

ことがわかりました。 

1．他の健保組合より被保険者の特定健診受診率が低い。事業主へのヒアリングから、健診

の重要性を認識していない者や、健診当日にキャンセルする者が一定数いることが背景

にあると考えられる。 

2．他の健保組合より被扶養者の特定健診受診率が低い。女性の比率が高い被扶養者におい

ては、特定健診のメニューだけでは健診受診をメリットとして感じていないことが背景

にあると考えられる。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

＜1 について＞  

事業主と協力して健診受診の重要性を訴求するプロモーション活動を行うとともに、職場

での健診日の案内を徹底することを検討したい。同時に、受診しやすい環境の整備を目的に、

繁忙期と健診実施日が重ならないよう配慮すること等を検討したい。 

＜2 について＞ 

特定健診を婦人科健診とセットで受診できるような工夫を検討したい。また、事業主の拠

点周辺（特に工場）には、被扶養者が居住しているため、これらの地域を中心に、巡回健診

の実施を検討したい。 

 

 

特定健診の受診率が低い場合の一手は… 
■被保険者の健診受診率が低い健保組合では、健診の重要性を個々に啓発するのみなら

ず、Ａ健保組合の事例のように、受診を受けやすい職場環境の整備を検討することも一

つの手です。事業主への働きかけの一歩として、事業所ごとの健診受診率を事業主に示

し、事業主側に現状を理解してもらうことや、受診率が高い事業所の環境や働きかけの

工夫を、受診率が低い事業所にも周知し支援する、といった方法もあるでしょう。 
■被扶養者の受診率が低い場合には、健診を受診できる機関が近くにあるのか、健診受診

の必要性を被扶養者に周知してきたのか等、様々な原因を考え、対策を検討する必要が

あるでしょう。健診の受診後には健診結果の情報提供を丁寧に行い、毎年継続して受診

する必要性を伝えることや、Ａ健保組合のように、婦人科健診とセットで受診できるよ

う工夫するといったことも一つの手かもしれません。 
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■特定保健指導の実施状況から見える課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合では、前掲のグラフを作成し、他健保組合と比較した結果、課題として以下

のことがわかりました。 

1．被保険者（65 歳未満）の特定保健指導の実施率が他の健保組合より低い。事業主への

ヒアリングから、事業主の専門職に委託していた特定保健指導において、対象者が産

業保健の保健指導と重なった場合に、特定保健指導にカウントしていなかったことが

判明した。また、特定保健指導の実施が平日の日中のみとしていたことから、仕事で

忙しい対象者が特定保健指導を受けることができなかったのではないかと考えられ

る。 

2．被扶養者の特定保健指導の実施率は他の健保組合より高い。ただし、特定健診の受診

率が低かったことを考慮すると、そもそも健康意識が高い者が受診をしていたために、

特定保健指導の実施率も高かったのではないかと考えられる。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

＜1 について＞ 

事業主の専門職と連携を緊密に図る必要がある。同時に、平日の夜間や土日も特定保健

指導を受けられる体制を検討していきたい。 

＜2 について＞ 

まずは特定健診の受診率を高めることを目指す。健診の案内時に、特定保健指導のプロ

モーションを併せて行うことを検討したい。また、巡回健診を検討する際には、健診会場

で後日、保健指導まで実施できないか検討したい。 
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■特定保健指導の効果から見える課題 

 

 

 

 

 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合では、前掲のグラフを作成し、他健保組合と比較した結果、課題として以下の

ことがわかりました。 

1．メタボリックシンドローム該当者の減少率が他の健保組合より低い。特定保健指導の

実施率が低かったことが原因として考えられるほか、特定保健指導以外に、生活習慣病

のリスク保有者への対策を行っていなかったことで、新たにメタボリックシンドローム

に該当する悪化者が多いことが背景として考えられる。 

2．特定保健指導対象者の減少率が他の健保組合よりやや高い。特定保健指導対象から服

薬に移行したことで、特定保健指導対象者は減ったものの、メタボ該当者・予備群の減

少率はそれほど減少していない可能性が考えられる。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

＜1 について＞ 

特定保健指導の実施率を上げ、メタボリックシンドローム該当者・予備群を減らすことが

重要。また、新規のメタボリックシンドロームへの悪化者を減らすことも必要となる。その

ためには、メタボ該当者以外を含む加入者全体の意識を高め、行動変容を促す目的で、デー

タヘルス計画の「保健事業の基盤」に位置づけられたオーダーメイド的な情報提供を効果的

なものとする工夫をしたい。 

＜2 について＞ 

服薬への移行者についても、健診結果の推移を把握し、必要な働きかけを検討していきた

い。 

（※）メタボリックシンドローム（ＭＳ）該当者および特定保健指導対象者の減少率は次の計算式により算出。 

・ＭＳ該当者の減少率＝ 

前年度のＭＳ該当者のうち当年度はＭＳ該当者ではなくなった者の人数／前年度のＭＳ該当者人数 

・特定保健指導対象者の減少率＝ 

前年度の特定保健指導対象者のうち当年度は特定保健指導対象ではなくなった者の人数／前年度の特定保健指導対象者数 
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特定保健指導の実施率を上げるには... 
■Ａ健保組合の事例のように、被保険者の特定保健指導の実施率は、プログラムに参加

しやすい環境かどうかに影響を受けている可能性があります。職場の状況に応じた日

時の設定、事業所のアクションが大切です。特定健診と同様、事業所ごとの実施率や

実施率が高い事業所の工夫を共有することで事業主側の課題認識を高めることがで

きます。年代や事業所で実施率が大きく異なる場合は、その背景を探ることも実施率

アップのヒントになるでしょう。 
■また、加入者個々の健康意識も重要です。健診結果に基づく情報提供を個別に行うこ

とで、自らの健康状況（健康リスク）や生活習慣改善の必要性を認識してもらうとい

うのも受診率を上げる一つの手でしょう。 

特定保健指導の効果から見える一手... 
■メタボリックシンドロームを減らす上で、特定保健指導の参加者の改善効果を把握

することは重要ですが、集団全体でのメタボ該当率の推移を併せて確認します。メ

タボ該当率が増えていたら、特定保健指導の効果が集団全体に波及していないこと

になります。その場合は、実施率の向上や特定保健指導の対象となる前段階からの

悪化防止策の検討が重要です。 
■特定保健指導の効果は必ずしも短期間で医療費の適正化に結びつくとは限りませ

ん。参加者が自らの健康状況を認知し、行動変容とその継続により健康状況の改善

がなされ、その結果として、病気の発症防止や医療費の適正化につながります。こ

のため、特定保健指導の効果は経年で、かつ集団全体で捉えていくことが大切です。 
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②  保健事業の対象とすべき疾病の把握 

医療費の多寡や健康リスクの度合いを判断する絶対的な基準がないため、他の健保組合

や自健保組合の過去と比較することにより、自健保組合の特徴が明確になります。また、

集団の状況を見失わないように、はじめから詳細な分析には入らず、大きな区分けから把

握していくことがポイントです。 

保健事業の対象とする疾病は、予防が可能である疾病にすることが大切です。予防が可

能な代表的な疾病には、循環器系疾患、内分泌・栄養・代謝疾患、新生物、歯の疾患等が

あります。精神・行動疾患や筋骨格系・結合組織疾患には、統合失調症やリウマチ等の保

健事業の対象となりにくい疾病も含まれることに留意しなくてはいけません。呼吸器疾患

については、被扶養者の医療費を分析すると上位に上がってくることがありますが、多く

の場合、その背景にあるのが子どもの風邪等であることから、対策の可能性や方法をよく

検討する必要があります。 
 

 ■医療費の規模 

  レセプトデータから確認するのは、保健事業の対象とすべき疾病は何か、ということ

です。具体的には、総医療費に占める割合が大きく、対策を取ることが可能な疾病です。

医療費適正化に向けて、事業主の理解を得るためにも、医療費の規模の把握は欠かせま

せん。 

具体的には、疾病ごとのランキングを作成した後、自健保組合として対策をとれるも

のは何か、上位から確認します。他の健保組合、同業他社と比較すると、より特徴が明

確になります。課題を明確にするために、全体の集計だけでなく、男女別、被保険者・

被扶養者別、入院・入院外別のグラフを作成して分析しておくことも考えられます。 

なお、過去から医療費が増えている疾病、減っている疾病についても把握しておきま

す。必ずしも規模が大きくなくても、特に医療費が増えている疾病や罹患者が多い疾病

等については、早期の対策検討が必要な場合があります。 
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 医療費 

 健診結果 
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■疾病大分類別一人当たり医療費から見える課題 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合では、疾病大分類別一人当たり医療費を分析した結果、次のような課題がわか

りました。 

1．疾病大分類別の加入者一人当たり医療費を確認したところ、「循環器系疾患」、「新生物」、

「歯科」が特に高く、続いて「内分泌・栄養・代謝疾患」、「精神・行動疾患」の順とな

っていた。また、「循環器系疾患」、「歯科」、「精神・行動疾患」は他の健保組合よりも

高い傾向であった。 
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★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・「循環器系疾患」や「内分泌・栄養・代謝疾患」は生活習慣病が主であることが多く、予

防対策が可能であり、特定健診データからリスク者を把握できるため、介入効果が期待さ

れる疾病として位置づける。 

・「新生物」は、早期発見・早期治療が大切であるため、まずは早期発見の機会を提供する

ために、疾病中分類の傾向を確認し、人間ドックや婦人科健診のメニューや健診のあり方

を考えたい。 

・「歯科」は、医療費がかかっている対象を確認し、それに応じた対策を行うことで予防効

果が期待される。したがって、発症している性・年代を確認し、該当層をねらった歯科保

健のプロモーションを行うとともに、歯科検診の対象としていきたい。 

・「精神・行動疾患」は、一般的に職場環境にも起因すると考えられ、事業主が主体的に実

施するメンタルヘルス対策を中心に据え、保険者としてできる支援を検討したい。 

 

 
■高額医療費の内容 

前記の分析で概要を捉えたら、次に、高額医療費のランキングから対策が可能なのに

見落としている疾病がないかを確認してもよいでしょう。高額医療費は、一人当たり医

療費は高いものの発症頻度は少ない疾病が多いため、前記の集計結果には表れないから

です。 

  高額医療費の発生者に関しては、過去のレセプトデータや健診データと突き合わせて、

それまでの経緯がどのようになっていたかを確認すると対策のヒントが得られます。 

 

■加入者の健康状況 

医療費は医療機関を受診した加入者のコスト状況であるため、医療費が低い健保組合

であっても健康課題がないわけでは必ずしもありません。特に生活習慣病は自覚症状が

なく、加入者の多くが働き盛り世代である健保組合においては、健康状況が悪化してか

らでないと受診しない場合も少なくありません。 

健診データからは、病気にかかっていない人、医療機関にかかっていない人を含めた

加入者全体の健康状況を把握します。健保組合全体および事業所において、既に病気の

領域にいる人、病気の一歩手前の人等のリスク状況を把握することで、どのような予防

の働きかけをすればよいかを検討することができます。 

ここでは、自健保組合の健康状況を把握するために、健康分布図を用います。健康分

布図では、肥満と生活習慣病リスクの保有状況の人数比を面積で示しています。この図

により、特定健診受診者における特定保健指導対象者や肥満者、服薬者の割合を視覚的

に確認できるだけでなく、対象集団全体の健康状況が把握できることから、対策を検討
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しやすくなります。 

なお、集団の特徴を捉える際には、性・年齢構成や業種が似ている集団と比較をする

ことが有用です。これは、性・年齢によって健康課題が設定しやすいことや、働き方、

職場環境に応じた対策の検討が考えられるからです。健康分布図は、女性の割合が多い

集団では肥満の割合が低く、年齢構成が高い集団では生活習慣病リスクの保有状況が高

くなる傾向があります。他の集団と比較する際には、これらの特徴について留意してお

く必要があります。 

 

■健康分布図等から見える課題 

 

 

 

 

 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合では、健康分布図を作成したところ、次のような課題がわかりました。 

1．「保健指導基準値以上の者」および「受診勧奨基準値以上の者」は、肥満者、非肥満者

ともに同程度存在する。また、他の健保組合より「保健指導基準値以上の者」、「服薬者」

の割合は低いが、「受診勧奨基準値以上の者」の割合が高い。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・非肥満のリスク保有者に対しては、特定保健指導のような密度の高い対策は、費用面から

困難であることから、「保健事業の基盤」に位置づけられるオーダーメイド的な情報提供を

活用するとともに、生活習慣改善セミナー等の個別の支援を検討したい。 

（Ａ健保組合） （全健保組合） 
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③ 詳細な把握 

「② 保健事業の対象とすべき疾病の把握」により、保健事業の対象とすべきとされた

疾病について、医療費や健康リスク、関連の取組の状況に関して詳細に把握します。なお、

詳細な把握に当たっては、対策が考えられる取組（例．受診勧奨、重症化予防、後発医薬

品の使用促進）に関してもデータ上で確認することで、その必要性を検討します。 

以下に、「②」で生活習慣病の対策が必要となった場合に、どのようにして詳細な把握を

行えばよいかについて整理します。 

 

■生活習慣病医療費の詳細 

「②」において、生活習慣病が保健事業の対象とすべき疾病となった場合、その背景

をより詳細に把握するため、119 分類（疾病中分類）での確認を行います。 

ここでも、他健保組合との比較により、自健保組合の特徴が明確になります。 

 

 

■生活習慣病に関わる疾病中分類別の一人当たり医療費から見える課題 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

★当健保組合では、生活習慣病にかかる疾病中分類で分析をしてみると、次のような課題が

わかりました。 

1．生活習慣病に関わる疾病の一人当たり医療費を確認したところ、「脳血管障害」や「虚

血性心疾患」等、「循環器系疾患」における重症疾患が他の健保組合よりも特に高い傾向

であった。また、「人工透析」が他の健保組合より高い傾向であることも注目したい。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・循環器系疾患と糖尿病性腎症をテーマにした重症化予防を検討する必要がある。 
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■健康リスクの状況 

  健診データから有所見の状況を確認し、どのようなリスクをどの程度の人が保有して

いるか確認します。 

また、年齢層ごとに他健保組合と比較することで、自健保組合ではどの年齢層から生

活習慣病のリスクが高くなっているか、その背景にどのような生活習慣、職場環境があ

るかがわかれば、効果的な対策や働きかけをすべきタイミングの検討に活用できます。 

 

■健康分布図等から見える課題 

・男性・被保険者で血圧が保健指導基準値以上の者の割合 

 
・男性・被保険者で血糖値が保健指導基準値以上の者の割合 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

★当健保組合では、血圧と血糖の有所見者の割合を年齢階級別にグラフ化して分析してみる

と、次のような課題がわかりました。 

1．「保健指導基準値以上の者」は、血圧、血糖で多いことが確認され、特に 40・50 歳代に

おいて他の健保組合よりも多い。先の生活習慣病に関わる疾病の一人当たり医療費の結

果より、他の健保組合と比較して、「高血圧症」や「糖尿病」の医療費は低く、重症疾患

において医療費が高くなっていたことから、早期に医療機関に通院・服薬を開始せず、

突発的に重症疾患が発症している可能性が考えられる。 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・血圧と血糖が受診勧奨基準値以上の者に対しては、早期治療のための受診勧奨を検討する

必要がある。 
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■受診勧奨の必要性 

高リスク者（受診勧奨基準値以上）の医療機関の受診状況、さらに、高血糖、高血圧、

脂質異常といった個別リスクごとの受診状況を把握し、受診勧奨あるいは受診継続（中

断防止）支援の必要性を検討します。 

  また、受診者に関しては、検査値が受診勧奨基準値未満にコントロールされているか

を確認します。受診していても、検査値が受診勧奨基準値の者が多い場合は、治療の状

況を確認した上で、受診後の生活習慣の改善に向けた働きかけ（自己管理支援）を検討

します。 

 

 

■生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等から見える課題 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

★当健保組合では、生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況を分析して、次のような課

題がわかりました。 

1．重症化予防の対象者数を把握する目的で、生活習慣病・健診レベル判定と医療機関の受

診状況を確認したところ、生活習慣病に関するレセプトがない者で、受診勧奨基準値以

上の者が多数存在することが確認された。 

 

 リスク者把握 



データヘルス計画作成の手引き １．０版 
 

58 
 

S
T
E
P
２

S
T
E
P
３

S
T
E
P
４

S
T
E
P
１

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・早期治療のための受診勧奨を行うことを検討する。受診勧奨は、産業保健で既に行ってい

るが、対象者が自らのリスクを正しく認識できていない可能性も考えられるため、健診結

果データを活用し、健保組合から改めて周知する仕組みを検討したい。 

 

■重症化予防の必要性 

ここでは、脳卒中や心筋梗塞、人工透析へ移行するリスクの高い加入者がどの程度い

るかを確認し、重症化を生じさせている背景を探ることで、重症疾患の発症を防止する

ための有効な対策の検討に活用します。 

 

■生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等から見える課題 

・脳卒中／心疾患リスクフローチャート 

 

・糖尿病リスクフローチャート 

 

★当健保組合では、脳卒中／心疾患と糖尿病のリスクフローチャートを作成して、次のよう

な課題がわかりました。 

1．脳卒中/心疾患と糖尿病のリスクフローチャートから、3 疾患のレセプトがなく、血圧

値が受診勧奨基準値以上の者、血糖値が受診勧奨基準値以上の者の人数が確認された。

また、高血圧症のレセプトがあるものの、血圧値が受診勧奨基準値以上の者、糖尿病の

レセプトがあるものの、血糖値が受診勧奨基準値以上の者の人数も確認された。 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・循環器系疾患、糖尿病性腎症を対象に、重症化予防を行うことを検討する。ただし、重症

化予防は、既に治療している者への介入であるため、かかりつけ医との連携が重要である

と考えられる。そこで、まずは被保険者を中心に、産業医との連携の可能性を探りたい。 

人 ％

3疾患レセあり 3疾患レセなし
人 ％ 人 ％

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90
人 ％ 人 ％

高血圧レセなし 高血圧レセあり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

100.00

1,864 18.96

 ≦SBP＜16090≦DBP＜

 ≦SBP＜180100≦DBP＜ 14 0.75

63 3.38 432

 ≦SBP＜14085≦DBP＜

血圧

血圧測定実施者数 9,830 実施率

1 0.05

125 6.71

33 1.77 180≦SBP110≦DBP

5.53

7,966

432 23.18

251 13.47

103

1,432 76.82

472 25.32

370 19.85

23.18

 SBP＜130DBP＜85 159 2.43

98 1.50

6,548 82.20

81.04

1,418 17.80

257 3.92

294 3.69

105 1.32

1,019 12.79

6,291

20.541,345

75.534,946

96.08

人 ％

3疾患レセあり 3疾患レセなし

人 ％ 人 ％

HbA1c 6.1%以上 HbA1c 6.0%以下

人 ％ 人 ％

糖尿病レセなし 糖尿病レセあり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

HbA1c数値

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％78 1.06[再掲]8.0%～ 8 0.47 81 4.79

7.0%～ 33 1.95 158 9.35 132 1.80

2.92

6.5～6.9% 36 2.13 54 3.20 66 0.90

6.1～6.4% 107 6.33 60 3.55 214

140 2.02 2,464 35.62
1.59 2,687 38.84

5.5～6.0% 645 38.17 32 1.89

1,472 21.28

5.2～5.4% 394 23.31 2 0.12 110

6,623 95.74

～5.1% 164 9.70 5 0.30 45 0.65

1,379 81.60 311 18.40 295 4.26

94.38

HbA1c実施者数 9,020 実施率 91.76

1,690 18.74 7,330 81.26

412 5.62 6,918
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■後発医薬品の使用促進 

後発医薬品の使用状況を他の健保組合と比較することにより、後発医薬品の使用を促

進する余地があるかを検討します。 

 

 

■後発医薬品の使用状況から見える課題 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

★当健保組合では、後発医薬品の使用状況を全組合と比較したところ、次のような課題がわ

かりました。 

1．後発医薬品の使用割合が他の健保組合より低い。 

 

★前記の課題から、次のような対策の方向性を考えることができます。 

・現状では、後発医薬品に関する施策は実施していない。しかし、後発医薬品の利用促進は、

短期的な医療費適正化の効果が期待できるため、今後は、機関誌における後発医薬品使用

に関するプロモーションを実施するとともに、医療費通知時の後発医薬品推奨通知を行う

ことを検討したい。 

 後発医薬品 
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【ポイント】 

・現在の取組の棚卸しと基本分析による現状把握からみえる健康課題を抽出 

・健康課題は対策の方向性と併せて整理することが大切 

・保健事業の選定につながるように、健康課題から事業目的を検討 

 

現在の取組の棚卸しと基本分析からみえる健康課題を抽出し、ＳＴＥＰ３の保健事業の

選定につながるよう、健康課題に応じた対策の方向性や事業目的を検討します。 

その際、リスク保有者・罹患者の人数や一人当たりの医療費が他健保組合に比べて大き

いといった分析から、疾病の予防や改善の効果が期待できる対策につなげることができる

か、といった視点で整理することが大切です。 

また、現在取り組んでいる事業の状況や健保組合等の体制を踏まえ、健康課題の優先順

位をつけることも大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP２ 健康課題を抽出する 
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表紙

基本情報

棚卸し

事前準備

医療費

健診結果

リスク者把握

後発医薬品

健康課題の抽出

実施計画

実施計画

評価設定

評価設定

STEP3 STEP1 STEP2 



データヘルス計画作成の手引き １．０版 
 

62 
 

S
T
E
P
２

S
T
E
P
３

S
T
E
P
４

S
T
E
P
１

 

■健康課題を抽出する 

 

現在の取組の棚卸しと基本分析に基づき、Ａ健保組合では以下のような課題を抽出し、「循

環器疾患の発症を減らすこと」を保健事業の目的とし、長期的には循環器疾患の医療費の伸

びの抑制を目指すことを決めました。最終的に医療費の伸びの抑制に着目しつつも、そこに

至るまでには保健事業の効果として、加入者の自身の健康状況および生活習慣改善の必要性

の認識、行動変容、検査値の改善といった変化が段階的にあり、それを踏まえたアウトカム

の設定が必要となります。また、それぞれの健康課題に応じた対策の方向性として、次のと

おり整理しました。 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります 
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（１）事業の選定 

 「２ ＳＴＥＰ２：健康課題を抽出する」で明確にした事業目的に基づいて、保健事業

を組み立てます。事業は、「第２章 データヘルス計画の構造」で示した「保健事業の基盤」、

「個別の事業」ごとに設計します。なお、健康課題に応じた事業を必ずしも新規に選定し

なければならないということではなく、既に実施している事業や特定健診・特定保健指導

といった法定事業を活用・継続することでも構いません。その際には、現在の取組を振り

返ることで、より効果的な事業への改善が図れます。 

また、高リスク者への受診勧奨等では、レセプトデータやレセプト・健診データの突合

結果を活用して、対象者を抽出したり指導の内容を工夫することが想定されます。対象者

への働きかけやフォローを効果的に実施するために事業主と連携を図る場合のデータの取

扱いに関しては、第５章を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】 

・健康課題に対応した事業を「保健事業の基盤」「個別の事業」ごとに設計 

・選定した保健事業について、（数値）目標と評価指標を設定 

  アウトカム評価：事業を実施したことによる成果を目標の達成度で評価 

  アウトプット評価：実施量を立案した計画の実施率や開催回数で評価 

  プロセス評価：目的達成に向けた実施過程や活動状況を評価 

  ストラクチャー評価：事業を実施するための仕組みや体制が整っているかを評価 

STEP３ 課題に対応した事業を選定し 

目標・評価指標を設定する 
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表紙

基本情報

棚卸し

事前準備

医療費

健診結果

リスク者把握

後発医薬品

健康課題の抽出

実施計画

実施計画

評価設定

評価設定

STEP2 STEP3 STEP1 
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■課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

（保健事業の基盤） 

 

Ａ健保組合では、「２ ＳＴＥＰ２：健康課題を抽出する」で検討した「循環器疾患の発症

を減らすこと」を目的として、次のように保健事業を組み立てます。 

データヘルス計画では、「保健事業の基盤」として、事業主との協働による「職場環境の整備」

と、本人の健診データに基づく情報提供による「加入者への意識づけ」が求められており、

当健保組合における課題からも、その実施の必要性がうかがえたため、これら事業を徹底し

ます。 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 
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■課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

（個別の事業） 

 

「個別の事業」では、健康課題に応じた事業を選定します。予防効果が見込まれる事業を新

規で行うことほか、これまで取り組んできた事業や特定健診・特定保健指導といった法定の

事業も「個別の事業」として位置づけます。 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 
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（２）事業の目標・評価指標の設定 

次に、「保健事業の基盤」、「個別の事業」ごとに、目標と評価指標を設定します。 

保健事業指針では、「分析結果に基づき、直ちに取り組むべき健康課題、中長期的に取り

組むべき健康課題等を明確にして、目標値の設定を含めた事業内容の企画を行うこと」と

しており、事業の設計時に目標（評価指標を含む）を併せて設定します。 

保健事業の評価指標は、次の視点から設定します。 

 

図表３－１ 評価の構造と内容 

 

 

アウトカム評価指標の設定では、事業の終了時にみられる短期的な成果と、事業実施数

年後の成果の双方を意識します。また、参加者における行動変容やリスク改善効果だけで

なく、職場全体の行動変容や健康状況の変化を評価することで、事業の実施により集団に

与えた影響を捉えることができます。 

なお、評価指標を設定する際に、指標間の関係を意識しておくと、事業の評価・見直し

を行う際の改善策の検討につながりやすくなります。たとえば、達成すべきアウトカム（例．

高血圧の有所見者割合を２割減少）から逆算して、アウトプット（例．特定保健指導の実

施率）でどれだけの目標設定が必要か、そのためにはストラクチャー（例．専門職の人員

体制）、プロセス（例．事業主からの参加勧奨、プログラム終了後のモニタリング）のどこ

を充実させておく必要があるのかといったことです。 

評価指標に関しては、「健康日本 21（第２次）の推進に関する参考資料」14）の第３章に

その考え方や具体例が整理されているので、必要に応じて参照してください。 
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■課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

（保健事業の基盤） 

 

Ａ健保組合は「循環器疾患の発症を減らすこと」を目的に保健事業を組み立てました。「保健

事業の基盤」となる「職場環境の整備」、「加入者への意識づけ」の取組では、以下のような

目標および評価指標を設定しました。 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 
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■課題に対応した事業を選定し、目標・評価指標を設定する 

（個別の事業） 

 

「個別の事業」として選定したそれぞれの事業では、以下のような目標および評価指標を

設定しました。 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 
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【ポイント】 

・事業を評価し、その結果に基づき、必要に応じて計画を見直す 

・見直しのタイミングは年度ごとが多いが、必要があれば事業の途中で行ってもよい 

 

 事業は実施後に評価を行うことが必要です。評価する目的は、事業の意義を確認するこ

と、計画の作成および修正に活用することです。 

データヘルス計画を作成した後も、保健事業のＰＤＣＡサイクルをまわす中で、事業評

価の結果に基づき、必要に応じて計画の見直しをします。実施体制の充実に合わせて次の

事業展開を図る場合は、そのタイミングで計画の見直しをします。また、想定した予算が

変化した（取得できなかった）場合は、段階的に実施する、当面の事業規模を絞る等、で

きる範囲内で事業を継続できるよう工夫します。 

見直しをするタイミングは、計画作成の段階で設定します。必要な改善を早めに実施し、

効果を高めやすくするためには、事業終了時や年度毎等に限らず、できるだけ短い期間で

見直すようにすることが重要です。特に、新しく取り組む事業では想定外の出来事が起こ

り得ますので、見直しのタイミングが短いほうが、事業の実施が確実なものとなり、その

後の事業の実効性が高まります。 

 事業の評価に当たっては、設定した事業目標と実績との違いを把握します。違いがあっ

た場合、なぜ想定したように事業が進まなかったのか、実際に事業を実践してわかったこ

と等、その背景を確認し、改善策を検討します。 

STEP４ 事業の運営を通じて 

計画の見直しを図る 
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■事業の運営を通じて計画の見直しを図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示内容は例示であり、実際の数値とは異なります。 

 

短期間での評価で、期待した効果がでなくても．．． 
■ データヘルス計画は、第１期は３年間、第２期以降は特定健診等実施計画（第３期）

の計画期間に合わせて作成します。 

 

■各期の途中で目標に達しない等、想定どおりの結果が出ないことも考えられます。そ

の場合、性急に事業を廃止するのではなく、事業目標と実績との乖離が起こった背景を

確認した上で、３年間（第１期）という期間で見込める効果を考慮し、各段階で可能な

改善を行っていくことが大切です。 



データヘルス計画作成の手引き １．０版 

72 
 

第４章 委託事業者の活用時の留意点  

効果的な保健事業を実現する上で、健保組合の多くでは人員や資源が必ずしも十分では

ありません。したがって、委託事業者を活用することはひとつの重要な選択肢になります。 

本手引きでは、保健事業の外部委託の考え方と課題を整理した上で、「データヘルス計画

の策定」に絞って委託事業者の選定基準のポイントを整理します。 

 

１ 外部委託の考え方と課題 

【ポイント】 

・事業目的達成のために、健保組合だけでは対応困難な部分を明確にした上で外部委託を

検討 

・外部委託のメリットとデメリットを踏まえ、外部委託を行うこと自体の適切性を確認 

・外部委託する場合でも、健保組合が保健事業の実施主体として事業の進捗や質を管理 

 

保健事業の外部委託の考え方 

保健事業の計画策定から事業実施に至るまで、本来は健保組合が自ら加入者全体の健康

の保持増進を目指して行うことが望ましいのですが、健保組合のスタッフ数は限られてお

り、事業全体を自ら担うのは容易なことではありません。このため、健保組合が保健事業

の全部または一部を外部委託するケースが年々増加しています。特に、特定健診制度が導

入された際、アウトソーシング（外部委託）を行っていく方向性が示され、委託事業者と

手探りの中で外部委託を進め、関係性を築いてきた経緯があります。 

データヘルス計画においても、現状分析による健康課題の抽出や保健事業等においてノ

ウハウを持つ委託事業者と連携することで、効果的・効率的な保健事業の実施につなげら

れる可能性があります。 

ただし、外部委託する場合でも、すべて委託業者まかせにせず、現状分析の結果や事業

目的を共有し、健保組合が保健事業の実施主体として事業の進捗や質を管理する必要があ

ります。委託事業者から計画の提案を受けた場合も、最終的に判断するのは健保組合とな

ります。 

 

データヘルス計画の外部委託の考え方 

データヘルス計画の策定や事業実施における外部委託に当たっては、まず、データヘル

ス計画における事業目的を達成するために自健保組合では対応が難しい部分（資源、ノウ

ハウ等）を明確にします。その上で、対応が難しい部分を補うために外部委託を検討しま
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す。その際、外部委託に伴うメリット、デメリットを慎重に検討し、サービスの質やリス

ク管理のポイントを認識した上で、外部委託を行うこと自体の適切性を確認する必要があ

ります（図表４－１）。 

 

図表４－１ 健保組合が保健事業を外部委託するメリットとデメリット 

メリット デメリット 

・コスト削減 

・業務の効率化 

・外部専門事業者のノウハウの活用 

・主体性の低下 

・自組合内にノウハウの蓄積が困難 

・事業実施に至った背景や歴史、目的の共有が困難 

・質の管理が困難 

※保健事業を外部委託するメリットとデメリットを十分踏まえた上で、デメリットを解消するための工

夫や仕組みを検討し、外部委託に伴うリスクを最小限にとどめる必要があります。 

 

具体的には、データヘルスの実施主体としての健保組合が果たすべき役割を踏まえ、デ

ータヘルス計画のＳＴＥＰごとに、全部または一部について外部委託するべきか、また外

部委託する場合も保険者として事業の進捗や質の管理が可能か、といったことについて留

意して検討を進めることが重要となります（図表４－２）。 
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図表４－２ データヘルス計画における外部委託の例 

                                             

例１       例２      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健事業のアウトソーシングは、一部を業務委託する部分委託と、保健事業の企画から

実施まで一括して委託する形態等に類別されます。保健事業の全部または一部を外部委託

する目的は、厳しい健保財政に伴うコスト削減といった理由から、事業者の創意工夫を活

用した新たなサービスを提供するといった理由まで多様化しています。また、データヘル

ス計画の導入に伴い、健康課題に応じた保健事業の計画および実施が求められることから、

今後、委託事業者が提供する事業範囲は拡大し、サービス内容も高度化することが予想さ

れます（図表４－３）。 

 

  

健
保
組
合
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画 

ＳＴＥＰ１ 

現状を把握 

ＳＴＥＰ２ 
健康課題を抽出 

ＳＴＥＰ３ 
課題に対応した 

事業選定→ 

目標を設定 

 

F 社 

E 社 

自組合 

A 社 

レセプト管理・分析システ

ムを活用 

メンタルヘルス対策 

禁煙保健指導 

ウォーキングプログラム

情報提供冊子の配布 

糖尿病重症化予防 

委託事業者独自の 

分析システムを活用 

循環器疾患の一人当たり

医療費が高い 等 

B 社 

C 社 

D 社 

自組合 

自組合 

G 社 

ＳＴＥＰ４ 
計画の見直し 

メタボ新規該当者が多い 

→ 情報提供群の 

 意識づけ強化 

自組合  

 自組合 

自組合 

自組合 

 自組合 

 自組合 E 社 
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図表４－３ 現状での保健事業の主な外部委託サービス 

サービスの種類 委託事業者によるサービスの内容 

特定健診 ✓健診機関における特定健診の実施。 

✓健診の手配やとりまとめ等を行うケースもある。 

人間ドック・ 

各種健診 

✓特定健診以外の人間ドック等（健診機関等における実施）。 

✓特定健診同様、健診の手配やとりまとめ等を行うケースもある。 

歯科検診 ✓特定健診・人間ドック以外の検診補助として、歯の健康維持のための検診を実

施。 

✓検診の手配やとりまとめ等を行うケースもある。 

情報提供 ✓健診結果に基づき健診受診者に意識づけを実施。 

✓情報提供には面談、冊子、ＩＴ等、種々の媒体がある。 

特定保健指導 ✓特定保健指導の実施。 

✓事業所や家庭訪問、または自施設における面談とメールや電話によるフォロー

業務を実施。 

✓実施記録をガイドラインで決められたフォームで提出するところまでが一連の

サービスとなる。 

その他保健指導 ✓重症化予防や特定の疾患（喘息等）対策の保健指導、前期高齢者に対する保

健指導等の実施。 

ジェネリック 

利用促進 

✓ジェネリック利用促進通知等の差額通知。 

✓レセプトデータを基に、ジェネリック利用を促進すべき対象者を選定。 

レセプト分析・ 

利活用 

✓レセプトデータを基に、医療費の全体像や対処すべき課題を明らかにするサー

ビス。 

イベント・ 

セミナー等 

✓生活習慣病、メンタルヘルス、その他疾病対策のための意識および知識向上

を目的としたイベントやセミナーの開催。 

電話での 

健康相談等 

✓疾病やメンタルヘルス等の個別健康相談について、コールセンターで直接電話

を受けてアドバイスを提供するサービス。 

カフェテリア 

福利厚生 

✓運動やリラクゼーション施設の利用、健康器具や健康食品等の提供（割引

等）。 

✓企業や団体ごとのポイントプログラムに連動させることができるケースもある。 

メンタルヘルス 

対策 

✓メンタルチェックサービスやＥＡＰ（従業員支援）サービス、組織診断により、加

入者のメンタルヘルスの予防や対策を支援する。 

保養所 ✓直営保養所の運営管理サービスを委託する場合。 

✓一般の宿泊施設と契約して契約保養所としてサービスを受ける場合。 
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ホームページ・ 

広報誌 

✓健保組合からのお知らせや、各種手続きの方法、健康意識向上のためのコン

テンツを提供する。 

✓加入者への広報媒体としてホームページ制作や広報誌制作を実施。 

 

健保組合が実施する外部委託の課題 

健保組合が実施する保健事業の外部委託の拡大や保健事業サービスの高度化に伴い、健

保組合は、委託事業者を適正に管理し、事業の質を確保し、高めていくことが求められま

す。 

外部委託に際しては、事業実施に至った背景や事業の目的を共有し、どのような目標達

成のために何を委託するのかを、健保組合が委託先にしっかりと伝えることが大切です。

さらに、事業の実施を通じて、ノウハウや課題を健保組合内で共有・蓄積していくことが

重要となります。たとえば、複数の職員で担当したり、後任につなげられるような記録を

作成する等の工夫をします。 

しかしながら、優良な委託事業者を選択し、活用するために、保健事業の質を客観的に

評価・効果検証していくことは容易ではありません。委託事業者が提供する保健事業の質

を評価できない状況においては、委託事業者の選定は価格や規模、知名度、他の健保組合

が委託している実績等の情報に頼らざるをえず、戦略的なアウトソーシングを実現するこ

とは困難となります。 

平成 26 年度に実施している「データヘルス計画」推進会議においても、データヘルス計

画の策定を外部委託するに当たって、以下のような課題が発生することの懸念が示されて

います。データヘルス計画を策定し、保健事業を実施していく中で、他健保組合とも積極

的に委託事業者の情報や課題等を共有し、良質な事業者の選定や事業者の育成につなげて

いくことも重要です。 

 

① これまで実施してきた保健事業が整理、活用されていない事例 

例：データ分析から計画策定をすべて外部専門事業者に委託した結果、既存の取組や資

源等を十分に活用することができていない。 

⇒結果として、既存資源の活用や過去からの取組のＰＤＣＡを回すことができず、真に

効果的・効率的な計画策定ができない。 

② 保健事業費が適正に配分されていない事例 

例：分析ばかりに多額の費用をかけた結果、事業の実施に費用を配分できず、本来必要

な対策を実施することができていない。 

③ 委託事業者が実施しやすい保健事業にのみ対応した課題を抽出した事例 

例：重症化予防対策のみに特化した計画を策定した結果、本来必要なポピュレーション

アプローチ等の対策が不十分になっている。 

⇒結果として、必要な対策、加入者全体を見据えた取組ができない。 
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戦略的な外部委託の実現に向けて 

健保組合は、データヘルス計画策定に当たって、保健事業の委託事業者と連携し、戦略

的に外部委託するコーディネーターとしての役割が求められます。 

具体的には、自健保組合および事業所の特性を踏まえ、自らの資源（リソース）を有効

に活用した上で、データヘルス計画に基づき実施する保健事業をどの委託事業者で実施す

ることが効果的・効率的か検討し、データヘルス計画の中の実施体制・方法に落とし込み

ます。 

また、保健事業を運営していく中で、各委託事業者とも連携し、加入者の生活習慣の改

善、疾病の予防、労働生産性の向上、医療費の適正化といった成果と事業のノウハウを蓄

積するために、必要なデータの取得およびモニタリングが重要です。 

データヘルス計画策定に当たって、データ分析から計画の内容の検討を含めて外部委託

する場合は、実施主体である健保組合と委託事業者との役割分担を明確にする必要があり

ます。 
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２ 外部委託の留意事項 

【ポイント】 

・外部委託の前に、データヘルス計画策定の目的を明確にし、自健保組合の資源や体制等

を考慮して、どの業務を委託するかを決定 

・選定基準例に基づき、その業務に最適な委託事業者を選定 

 

委託する業務の選択（業務の目的の明確化） 

健保組合は、データヘルス計画の策定を外部委託する前に、データヘルス計画を策定す

る目的を明確にし、自健保組合の資源や体制等を考慮した上で、その中からどのような業

務を委託するかを決定する必要があります。 

具体的には、データヘルス計画策定の各ＳＴＥＰの業務内容ごとに、業務委託時の留意

点を踏まえ、業務委託の必要性を検討します（図４－４）。 

 

図表４－４ 業務区分ごとの検討事項 

業務区分 業務内容 業務委託時の留意点 

ＳＴＥＰ１： 

現 状 を 把 握

する 

○これまでに実施してきた保健事業の見える

化 

・これまで実施してきた保健事業を数年分す

べて洗い出し、実施目的や課題を整理。 

・実施目的ごとに一覧表にまとめ、事業が網

羅的に実施できているかどうかを確認。 

 

・「既存資料の整理」のみの委託であるか、「背景および目的を

踏まえた事業運営の課題検討」を含めた委託であるかを意識

する。 

○事業所の健康施策の現状把握 

・事業主へのヒアリング等を通じて、事業主が

実施している取組、医療専門職等の配置状

況等の組織体制を把握。 

 

・事業所からのヒアリング等について、委託先との役割分担を

明確にする。 

○分析対象データの整備 

・レセプト管理・分析システムへのレセプト・健

診データの登録、健保連へアップロード。各

種モニタリングデータを整備。 

・分析事業者へのデータの受け渡し。 

 

・個人情報を含む情報の取扱いルールについて明確にする。

（必要以上の個人が特定できる情報は渡さない） 
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○データ分析による現状の見える化 

・レセプト、健診、その他のデータを整理。 

・各種グラフから健保組合全体、事業所ごと

等の特徴を読み取り、詳細に分析すべきポイ

ントを定める。 

・詳細分析結果等から自健保組合の特性を

整理。 

 

・計画策定（ＳＴＥＰ３）を視野に入れてストーリーを構築しなが

ら分析を進める。 

・「データ集計および図表作成」のみの委託であるか、「事業の

設計（ストーリーの作成）」を含めた委託であるかを意識する。 

ＳＴＥＰ２: 

健康課題を 

抽出する 

○現状把握の内容に基づく課題抽出 

・現状分析の結果に基づき、問題の重大性や

介入効果が期待できる課題の優先順位を決

定。 

 

 

・課題を抽出する考え方について、健保組合の担当者が理解

した上で委託する。 

・健保組合および事業所の特性等を十分に委託事業者に伝

え、実現可能性の高い事業を選定する。 

ＳＴＥＰ３: 

課題に対応

し た 事 業 を

選定する（事

業 の 実 施 を

念頭に置く） 

○内部資源を活用した取組選定 

・内部資源（健保組合および事業所のスタッフ

等）の活用を意識する。 

 

・内部資源の活用を図る上で、人員面や事業運営面でどの部

分で外部からの補完が必要か確認する。 

・委託事業者の進捗管理や内部人員との情報共有を図る担当

を明確にする。 

○既存事業を活用した取組選定 

・課題に対応する既存の取組（特定保健指導

等）の活用を検討。 

 

・既存事業のどの部分で外部からの補完が必要か確認する。 

・既存事業の背景、目的および課題を委託事業者と共有する。 

○新規事業の検討 

・既存の取組では課題に十分対応できない場

合、新たな事業を検討。 

 

・新しい事業の目的および目標を明示することにより、実現可

能な事業の提案を促すと同時に、委託事業者の実績に基づく

創意工夫を引き出すよう努める。 

目 標 、 評 価

指 標 を 設 定

する 

○目標および評価指標の設定 

・課題に対応した目標および評価指標を設

定。 

 

・基本的には自健保組合で設定するが、必要に応じて委託事

業者の実績に基づく技術的な支援を得る。 

ＳＴＥＰ４: 

事業の運営

を通じて計画

の 見 直 し を

図る 

○事業の評価および改善策の検討 

・評価指標に基づき目標と実績との相違を把

握し、その背景を確認した上で改善策を検

討。 

 

・基本的には自健保組合で実施するが、必要に応じて委託事

業者の実績に基づく技術的な支援を得る。 

・評価は計画策定時に設定した評価指標に基づいて実施す

る。 

・事業を実施する中でモニタリングする必要のあるデータ項

目、取得する担当を予め決めておく。（どのような状況が発生し

た場合に計画の修正・中止をするかを含む。） 
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委託事業者の評価・選定 

業務区分ごとの検討事項に沿って委託の必要性と業務が明確になったら、その業務に適

する委託事業者を選定します。具体的には、図表４－５のとおり、委託事業者の選定基準

例に基づき、委託事業者を評価します。 

 

図表４－５ 委託事業者の選定基準例 

業務区分 委託先選定時のチェック 

ストラクチャー プロセス アウトプット・アウトカム 

ＳＴＥＰ１： 

現状を把握す

る 

（健保組合の

特性や、これ

までの保健事

業を整理する） 

■施設・設備の状況 

■人員体制（専門性・知

識・経験、教育） 

■受託実績 

■内部監査の実施 

■情報管理の体制およ

び運用実績（設備、内

部監査、事故・災害時

の対策を含む） 

■他機関との連携 

■再委託の管理 

■洗い出しの作業フローは明確

か 

■情報収集（事業所へのヒアリ

ング等）の運用方法を提案でき

るか 

■情報収集の方法は実態に合

わせた方法で実施できるか 

■情報収集が十分にできない場

合のコンティンジェンシープラン

（緊急時対応計画）があるか 

■当該業務の実績 

■報告項目は提出時に必要な

内容が網羅されているか 

■健保組合の保健事業、事業主

の健康管理（産業保健）の視点

が正しく項目に組み込まれてい

るか 

（ 基 本分 析 で

現状を把握す

る） 

■データ活用の手順は明確か 

■分析の進め方・スケジュール

は明確か 

■データは正しく活用できるか、

誤りがないか 

■分析結果について専門職以

外にも理解できる説明ができる

か、課題を明確化するストーリー

が策定できるか 

ＳＴＥＰ２: 

健康課題を抽

出する 

■課題抽出の進め方・スケジュ

ールは明確か 

■健保組合、事業主と必要な打

合せ、調整の機会を設定してい

るか 

■課題の優先順位づけができる

か、根拠はあるか 

■これまでの事業も踏まえて提

案できるか 

ＳＴＥＰ３: 

課題に対応し

た事業を選定

する 

■課題に応じた事業、これまで

の事業を踏まえた事業の検討が

できるか 

■目的に応じた保健事業（内容・

方法）を熟知しているか 

■実現可能な事業の設計ができ

るか、根拠はあるか 
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目標、評価指

標を設定する 

■目標設定までの進め方・スケ

ジュールは明確か 

■健保組合、事業主と必要な打

合せ、調整の機会を設定してい

るか 

■評価可能な定量指標が設定

できるか 

■保健事業として達成可能な目

標を設定できるか 

ＳＴＥＰ４: 

事業の運営を

通じて計画の

見直しを図る 

■計画見直しのタイミングは提

示されているか、根拠はあるか 

■健保組合、事業主と必要な打

合せ、調整の機会を設定してい

るか 

■見直し後の計画は実現可能な

ものにできるか、根拠はあるか 
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第５章 データヘルス計画における健康情報（個人情報）の取扱い 

 

１ 個人情報を取り巻く社会環境 

レセプト・健診情報の電子化や近年のＩＴ化の進展に伴い、健保組合の業務の電子化や

オンライン化は、今後ますます拡大していくことが予想されます。データヘルス計画の策

定においても、コンピュータやネットワークを利用して大量の個人情報が処理されること

になります。特に、健保組合が保有する健診結果やレセプト情報等の健康情報は、その性

質上ひとたび誤った取扱いが行われると個人に取り返しのつかない被害を及ぼすおそれが

あります。 

また、健康情報ではありませんが、実際に、企業からの顧客情報の流出や個人情報の売

買事件が多発しており、国民のプライバシーに関する不安も高まっています。 

こうした状況を踏まえ、健保組合は、加入者のプライバシー保護の観点から安心して保

健事業等が実施・運営されるよう努めなければなりません。したがって、常に、健康情報

を取り扱うすべての具体的な業務について、業務を細分化し、モニタリング、見直しをす

ることで、リスクを極小化していくことが重要となります。 

健保組合では、これまでも各種法令・ガイドライン等に基づいて健康情報に対する適切

な取扱いを行ってきているところですが、データヘルス計画の策定・実行に当たっては、

活用するデータの種類や活用方法が多岐にわたること等から、より慎重な対応を行う必要

があります。 

特に、コラボヘルスを推進する上では、事業主側が遵守すべき個人情報の取扱いに関す

る各種法令・ガイドライン等を理解することはもちろん、労働安全衛生法等に基づく産業

保健活動に関する取組の目的や意義を双方の立場で正しく理解した上で取組を進めること

が必要です。 

本章では、コラボヘルスを推進する上で健康情報の取扱いに関する留意すべき事項を中

心にまとめています。各種法令・ガイドライン等に加え、本手引きを参考に、正しい理解

の下、加入者の利益を損なうことのないように適切な措置が講じられることを期待します。 
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２ 遵守すべき法令・ガイドライン等 

健保組合や事業主は、健診やレセプトの情報を含む健康情報を活用する場合、以下の図

表５－１に掲げる法令・ガイドライン等を遵守した措置を講じなくてはなりません。 

医師、保健師等の医療職には刑法、医師法および保健師助産師看護師法において刑事罰

を伴う守秘義務が課されているため、健保組合で健康情報を活用する場合には、その取扱

いに関して慎重を期す観点から、可能な限り医師、保健師等の医療職が行うことが考えら

れます。医師、保健師等の医療職が当該健保組合にいない場合には、健康情報を取り扱う

者を特定し、加入者に対して明示しておく等の対応をとることが望ましいと考えられます。 

 

図表５－１ 遵守すべき法令・ガイドライン等 

共通 

・個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57号） 

・匿名データの作成・提供に係るガイドライン（平成 24 年８月 31 日総務省政

策統括官（統計基準担当）決定） 

健保組合 

・健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（平

成 16年 12 月 27 日保発第 1227001 号） 

・『健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン』を

補完する事例集（平成 17年３月厚生労働省作成） 

事業主 

・雇用管理分野における個人情報保護に関するガイドライン（平成 24年厚生労

働省告示第 357 号） 

・雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項

（平成 24年６月 11日付基発 0611 第１号） 

・雇用管理分野における個人情報保護に関するガイドライン：事例集（平成 24

年５月厚生労働省作成） 
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３ 健康課題を共有する場合の健康情報（個人情報）の取扱い 

匿名化された健康情報を用いた健康課題の共有 

健保組合が事業主と健康課題を共有する場合やポピュレーションアプローチを実施する

場合には、集計情報等の匿名化された健康情報を用いることが有効な手段となります。 

ここで、個人情報の匿名化とは、個人情報に加工を施すことにより、その情報が誰に関

するものであるか分からないよう（特定の個人を識別できないよう）にすることをいいま

す。匿名化された情報は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57号。以下｢個

人情報保護法｣という。）に規定する「個人情報」には該当せず、当該情報の取扱いについ

ては同法の対象外となりますが、匿名化に当たっては、以下の点に留意することが必要で

す。 

 

①他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人の識別が可能となってい

ないかどうか 

個人情報保護法では、匿名化処理されていても、他の情報と容易に照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができるものは、個人情報に該当するとされていま

す。 

健保組合が有する個人の健康情報は、氏名等の個人を識別する情報を単純に取り除いた

としたとしても、例えば事業主が有している個人情報のリスト等と照合することにより個

人が容易に特定できる場合は、個人情報に該当することになります。また、健保組合が有

する個人情報（健康情報）は、身体の特徴を表すことがよくあり（例えば、身長・体重・

腹囲等）、これらが組み合わさることによって個人が特定できる場合は個人情報となるため、

留意する必要があります。したがって、匿名化処理された情報であったとしても、匿名化

されているかどうかの判断に迷う時には、個人情報と同様に取り扱うことが望ましいとい

えます。 

 

②保険者や事業所の規模が小さい場合や希少疾患等に係る情報の取扱い 

分析する集団の人数が少ない場合や、希少疾患等の分析を行う場合は、個人が特定され

る可能性が高いことや、個人の数値が全体に与える影響が大きくなり集団の特徴を正しく

把握できない可能性があることに留意する必要があります。 

集団の規模等がどの程度であれば適切な分析が可能となるかについては、一律にその基

準を設定することは難しいですが、以下の例１や例２の取扱いを参考に、加入者のプライ

バシーにも配慮し、特定の個人が特定されないかという観点から個別に判断することが必

要となります。 
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・例１ レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン 

同ガイドラインでは、厚生労働省が全国から収集したレセプト情報および特定健診・

特定保健指導の情報であるＮＤＢデータを活用した研究の成果を公表する際には、「患

者等の数が原則として 10未満になる集計単位が含まれていないこと」、「年齢区分が原

則として５歳ごとにグルーピングして集計されていること」等の配慮が必要とされて

いる。 

 

・例２ 全国健康保険協会での事業所ごとの分析における小規模事業所の取扱い 

全国健康保険協会では、事業所ごとの分析のうち、月平均医療費の比較は 50 人以上の

事業所に限ることを基本としている。また、健診受診者数が少ない場合は生活習慣病

のリスク保有率の比較表は空欄にする等の配慮がなされている。 
 

 

個人が識別される健康情報の共有 

健保組合と事業主とが健康課題を共有するに際して、個人が識別される情報を用いるこ

とは基本的には想定されませんし、加入者の権利利益の侵害が生じるおそれがある取扱い

は適当ではありません。特に、個人が識別されるレセプト原票データ（およびこれに類す

るもの）については、加入者の権利利益が侵害されるおそれが大きいため、原則として事

業主と共有することは適当ではありません。（※１） 

個人が識別できる健診データを事業主と共有する場合には、原則としてあらかじめ本人

の同意を得ることが必要です。（なお、健診の実施形態や健診項目によってはその取扱いが

変わりますので、「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

および同ガイドラインを補完する事例集の問３２６（図表５－２）を参照し、事業主と共

有しようとする目的や態様等がどのような場合に該当するのか等をよく踏まえて適切な手

続をとることが必要になります。） 
 
※１健康情報の不適切な取扱いにより加入者の権利利益が侵害される主なリスク 

 ○雇用や就業上の合理的な理由のない不利益取扱い（解雇、契約打ち切り、昇格停止、役職罷免等） 

 ○同僚や上司からの偏見（不当な病因や経過の予想等） 

 ○医療や保健サービスの利用障害（事業主への情報漏洩の懸念等） 

 ○不要な営業・勧誘（医療関連商品のダイレクトメール等） 

 ○不安や精神的苦痛（他人に病名や病状を知らされる不安等） 

 

図表５－２ 健保組合と事業主が健診情報を共有する上での要件 

（問３２６） 

 以下の場合について、事業者と健保組合において、健診結果について共有することができ

るか。 

① 事業者が、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づいて行う健診及び同法の

法定項目を超える健診を実施する場合 
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② 事業者が、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づいて行う健診を実施し、

健保組合が、同法の法定項目を超える健診を実施する場合 

③ 健保組合が、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づいて行う健診及び同法

の法定項目を超える健診を実施する場合 

④ 事業者と健保組合が共同（健保組合が費用を一部負担（共同出資）している場合を含む。

⑤において同じ。）で、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

に基づいて行う健診及び同法の法定項目を超える健診を実施する場合 

⑤ 事業者が、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づいて行う健診を実施し、

事業者と健保組合が共同で、同法の法定項目を超える健診を実施する場合 

 

（答） 

 事業者と健保組合とは異なる主体であるので、①、②、③及び⑤の前段の健診について、

健診実施者が他に健診結果を提供する場合は、原則として、あらかじめ本人の同意が必要

である。 

ただし、④及び⑤の後段の健診を実施する場合や、①、②及び⑤の前段の健診であっても

健診結果に基づく事後指導を両者で共同で実施する場合は、「個人データを共同で利用する

旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者

の利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、

あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき」は、本人

の同意は不要となる。（法第 23 条第 4 項第 3号） 

なお、②及び⑤の場合において、両者で健診結果を提供しあう場合について、本人の同意

を要する場合においては、例えば、事業者と健保組合が連名で本人に同意を求めるなどの

手続きを行っても差し支えない。 

＜厚生労働省 「『健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン』

を補完する事例集」＞ 
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４ 事業主との協働（コラボヘルス）で保健事業を実施する場合の健康情報（個

人情報）の取扱い 

生活習慣病のリスクがある者に対して、特定健診の結果に基づき、健保組合と事業主と

が共同して生活習慣病に関する保健指導（医療機関への受診勧奨）を行う場合に活用する

ことも考えられます。このような場合には、必要な最低限の情報を事業主に提供するとし

ても、その取扱いによって加入者の権利利益が侵害されることのないよう、利用目的を明

確に限定した上で、保健事業に必要な極めて限定された範囲の情報について取り扱うとと

もに、個人情報保護法第２３条第１項に基づき、原則として本人の同意を得ることが必要

です。 

個人情報保護法第２３条第２項に基づく個人情報の提供（いわゆるオプトアウトによる

第三者提供）については、「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイ

ドライン」においても、オプトアウトでよいと考えられる例として、「被保険者等への保険

給付等のために通常必要な範囲の利用目的のうち、被保険者等にとって利益となるもの、

又は医療費通知等保険者側の負担が膨大である上、明示的な同意を得ることが被保険者等

にとっても合理的であるとはいえないもの」と例示されているように、その取扱いは限定

的とすることが適当であり、その具体的な基準を一律に示すことは困難です。（※２） 

 

※２個人情報保護法第２３条２項の規定および同項に係る前記ガイドラインに記述されているオプトア

ウトの要件を満たすことが具体的に想定し得る事例 

健保組合と事業主が共同で又は事業主が特定保健指導等（医療機関への受診勧奨）を実施すること

を目的に、健保組合が対象者の医療機関の受診の有無をレセプトデータにより把握し、事業主の求め

に応じて当該情報を提供する場合。具体的には、特定健診が主たる対象としている疾病の範囲（糖尿

病、高血圧症、脂質異常症およびこれらに起因する合併症）において医療機関への未受診の疑いがあ

る者のリストを健保組合が作成し、健保組合が本人の求めに応じて個人データの第三者提供を停止す

ることや、事業主があらかじめこれらの情報を取得することおよびその利用目的を本人に通知又は公

表すること等の個人情報保護に関する必要な措置を両者が講じた上で、医師・保健師等の医療職に当

該リストを提供する場合が考えられます。 

 

なお、レセプトに記載された受療情報や医療費情報は、加入者が保険診療を受け、その

費用を医療機関が請求するために記載した個人情報であり、必ずしも、加入者の疾病への

罹患の有無やその病態を正確に評価するデータありません。このため、レセプトデータは

あくまでも参考にとどめ、実際の病名や病態を把握する必要があれば、加入者自身に照会

することが必要であると考えられます。 
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（参考）事業主が実施する「健康管理」とは 

 「第１章 データヘルス計画の背景とねらいを知る」にもあるように、データヘルス計

画の特徴の一つとして、「コラボヘルス（事業主との協働）」が挙げられます。事業主との

協働によって、保健事業の実効性を高め、医療費の適正化のみならず生産性の維持・向上

につながることが期待されます。 

 健保組合が実施する「保健事業」と事業主が実施する「健康管理」とは、被保険者（労

働者）の疾病予防・健康保持増進を目指すことに関しては、広く捉えれば同じと言えます

が、両者の対象、目的、方法等は実際には少しずつ異なっています（図表５－３）。 

 これは、健保組合が実施する「保健事業」が健康保険法に基づいているのに対して、事

業主の実施する「健康管理」は主に労働安全衛生法に基づいている等、その成り立ちや根

拠法が異なることに起因するものです。このため、個人情報の取扱いに関するガイドライ

ンも別々に定められています。 

 したがって、今後健保組合がコラボヘルスを進める上で、適切な個人情報の取扱いを行

うためには、事業主が遵守すべき個人情報の取扱いに関する各種法令・ガイドライン等を

正しく理解することが必要不可欠となります。 

 

図表５－３ 「保健事業」と「健康管理」の法令・ガイドライン上の比較  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
保健事業      健康管理 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
適用法令  健康保険法  労働安全衛生法 
実施責任者  健康保険組合  事業者（企業等） 
費用負担者  健康保険組合  事業者（企業等） 
目的   健康の保持増進  職場における労働者の安全と健康の確保 

対象者   被保険者・被扶養者 労働者 
専門職の選任義務 なし   産業医*1、衛生管理者*1 
事業等の実施者 医療職ほか 総括安全衛生管理者、産業医、衛生管

理者、作業環境測定士ほか 
強制実施の内容  特定健診等  作業環境測定、職場巡視、健康診断、 

衛生委員会ほか 
罰則      なし   有*２ 
対象者の参加義務 なし   有*３ 
個人情報の保存義務 特定健診等のみ有  有*３ 
個人情報の守秘義務 有   有*３ 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
*1 いずれも常時 50 人以上を使用する事業場のみ適用され、産業医は大規模事業場を除いて

非専属の者でよいが、衛生管理者は事業場に専属の者でなければならない 
*2 専門職の選任、作業環境測定、健康診断、衛生委員会等 

*3 健康診断および面接指導 
 

「健康管理」における個人情報の取扱い 

事業主が実施する「健康管理」においては、労働安全衛生法に基づいて、健康診断を実

施し、その結果に所見があった場合または長時間労働の面接指導を実施した場合には、個

人ごとの結果に基づく就業上の措置の要否に関して医師に意見を求め、その意見を勘案し、

必要と認めるときは必要な就業上の措置を実施しなければなりません。加えて、労働者に

とって機微に触れる個人情報である健康診断および面接指導の結果を通知する義務、結果

に所見がある労働者に対して保健指導を実施する努力義務等があります。 

「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」（平成８年厚生労働省公示

第１号）では、事業主が労働者の健康情報の保護に特に留意し、「就業上の措置の実施に当

たって、関係者に健康情報を提供する必要がある場合には、その健康情報の範囲は、就業

上の措置を実施する上で必要最小限」とする必要があるとしています（図表５－４）。 

 

図表５－４ 健康診断結果に基づく就業上の措置に関する健康情報等の流れ 

 

 

 

 

事業主は、「健康管理」を実施するに当たり、「雇用管理分野における個人情報保護に関

するガイドライン」（平成 24 年厚生労働省告示第 357 号）および「雇用管理に関する個人

情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項」（平成 24 年６月 11日付け基発 0611
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働
者
の
意
見
の
聴
取

診断区分
の判定 労働者の面接

（必要に応じて）

① 

② 

③ 

④ 
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第１号厚生労働省労働基準局長通知）を踏まえた措置を講じる必要があります（図表５－

５）。 

特に、後者の行政通達においては、「診断名、検査値等のいわゆる生データの取扱い」は

「医学的知識に基づく加工・判断等を要することがあることから、産業医や保健師等の産

業保健業務従事者に行わせること」を指導しています。 

また、職場が取得した診断書や労働者の申出によって実施した健康相談の記録等の利用

についても同様の取扱いが必要となります。その際、事業主が使用する医療職が知り得た

健康情報も事業主が取得した個人情報に含まれると判断される場合があります。 

職場における健康情報の取扱いでは、個人の健康情報が「健康管理」の目的を超えて利

用されることがないよう、対策を徹底する必要があります。 

なお、事業主が知り得た健康情報は、労働安全衛生法が規定する「健康管理」を遂行す

る等、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な

配慮を行うために利用すべきものと考えられます。 

 

 

図表５－５ 「雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項」の

要点（平成 24 年６月 11 日付け基発 0611 第１号厚生労働省労働基準局長通知） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 第三者提供に関する事項 

１）事業者が、提出された診断書の内容以外の情報について医療機関から健康情報を収集する

必要がある場合、医療機関は労働者から同意を得る必要がある。また、事業者はあらかじめこ

れらの情報を取得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、必要に応じ、これら

の情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。  

２）事業者は、医療機関に健康診断の実施を委託することがある。その際、事業者は、その結

果の記録、当該結果に係る医師等からの意見聴取、当該結果の労働者に対する通知が義務付け

られているので、健康診断の結果が医療機関から事業者に報告（提供）されなければならない。

これらのことから、事業者が健康診断を委託するために必要な労働者の個人データを医療機関

に提供し、また、医療機関が事業者に対して労働者の健康診断の結果を報告（提供）すること

は、それぞれ法に基づく事業者の健康診断実施義務を遂行する行為であり、個人情報保護法第

23条第１項第１号の「法令に基づく場合」に該当し、本人の同意を得なくても第三者提供の制

限は受けない。  

３）事業者が、健康保険組合等に対して労働者の健康情報の提供を求める場合、個人情報保護

法第23条の第三者提供の制限に該当し、健康保険組合等は労働者（被保険者）の同意を得る必

要がある。また、事業者はあらかじめこれらの情報を取得する目的を労働者に明らかにして承

諾を得るとともに、必要に応じ、これらの情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。

ただし、事業者が健康保険組合等と共同で健康診断を実施する場合等において、個人情報保護
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法第23条第4項第3号の要件を満たしている場合注）は、第三者に該当しないため、当該労働者の

同意を得る必要はない。 

４）事業者が、医療保険者からの提供の求めがあった場合に健康診断に関する記録の写しを提

供することは、個人情報保護法第23条第1項第1号に該当し、本人の同意なく提供できる。なお、

特定健康診査等の項目に含まれない定期健康診断の結果の情報（業務歴、視力、聴力、胸部エ

ックス線検査、喀痰検査）については、労働者に対して医療保険者に提供する旨を明示し、同

意を得ることが必要となる。ただし、同意は、受診案内等への記載や健診会場での掲示等黙示

によるものでよい。 

 

２ 安全管理措置及び従業者の監督に関する事項 

１）事業者は、健康診断の結果のうち診断名、検査値等のいわゆる生データの取扱いについて

は、その利用に当たって医学的知識に基づく加工・判断等を要することがあることから、産業

医や保健師等の産業保健業務従事者に行わせることが望ましい。  

２）事業者は、産業保健業務従事者以外の者に健康情報を取り扱わせる時は、これらの者が取

り扱う健康情報が利用目的の達成に必要な範囲内に限定されるよう、必要に応じて、産業保健

業務従事者に健康情報を適切に加工させた上で提供する等の措置を講ずること。  

 

３ 苦情の処理に関する事項 

健康情報に係る苦情に適切に対応するため、必要に応じて産業保健業務従事者と連携を図るこ

とができる体制を整備しておくことが望ましい。 

 

４ その他事業者が配慮すべき事項  

１）以下に掲げる事項について事業場内の規程等として定め、これを労働者に周知するととも

に、関係者に当該規程に従って取り扱わせることが望ましい。 

(１) 健康情報の利用目的 

(２) 健康情報に係る安全管理体制 

(３) 健康情報を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報の範囲 

(４) 健康情報の開示、訂正、追加又は削除（廃棄）の方法 

(５) 健康情報の取扱いに関する苦情の処理 

２）事業者は、この規程等を定めるときは、衛生委員会等において審議を行い、労働組合等に

通知し、必要に応じて協議を行うことが望ましい。  

３）HIV感染症やB型肝炎等の職場において感染したり、蔓延したりする可能性が低い感染症に

関する情報や、色覚検査等の遺伝情報については、職業上の特別な必要性がある場合を除き、

事業者は、労働者等から取得すべきでない。  
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データヘルス計画書（健保組合共通） 

【参考例】 

平成27年●月●日 

 

A健康保険組合 

＊この様式は、健康保険組合の皆さんにとって、データヘルス計画の策定における具体的な作業をイメージしやすくし、計画
策定を円滑に進めていただくための参考例です。右上に「全健保組合共通様式」の記載がない頁は、どのような内容、スタ
イルで進めていただいても構いません。それぞれの健保組合の創意工夫で柔軟に取り組んでください。 

平成２６年１０月１５日 第８２回社会保障審議会医療保険部会 参考資料３－３ 



STEP１ 基本情報 ＜１／７＞ 

形態 単一 

被保険者数  
（平成26年3月末現在） 

26,322名 
男性76.5％（平均年齢43.8歳） 
女性23.5％（平均年齢38.9歳） 

特例退職被保険者 0名 

加入者数 
（平成26年3月末現在） 

48,393名  

適用事業所数 18ヵ所 

対象となる拠点数 90ヵ所 

全体 被保険者 被扶養者 

特定健康診査実施率（平成25年度） 59.2％ 70.2％ 25.9％ 

特定保健指導実施率（平成25年度） 24.2％ 32.1％ 8.7％ 

健康保険組合と事業主側の医療スタッフ 

常勤 非常勤 

健保組合 

顧問医師 0 0 

保健師等 0 0 

事業主 

産業医 1 2 

保健師等 4 0 

保
健
事
業
費 

  予算額（千円） 被保険者一人当たり額（円） 

特定健康診査事業費 

特定保健指導事業費 

保健指導宣伝費 

疾病予防費 

体育奨励費 

固定施設費 

その他 

  

小計 …a 

支出合計（千円） …b  

a/b×100 （%） 

0 1 2 3 4

01234

0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 

(千人) 

男性（被保） 男性（被扶） 女性（被保） 女性（被扶） 

*1 大規模な健保組合（被保険者数２万６千人、加入者数５万人弱）である。 

全適用事業所のうち、母体企業の本社に被保険者のおよそ半数が所属している(記載なし)。 

*3 事業主の拠点が全国にあり、加入者も点在している。 

*4 30歳代後半から40歳代に加入者構成が偏っている。 

*5 当健保組合には、医療専門職が不在。 

*4 

*1 

*3 *5 

「全健保組合共通様式」 



STEP１ これまで実施してきた保健事業の整理（棚卸し）＜２／７＞ 

健保組合のこれまでの取組 

予算 
科目 

事業名 事業の目的および概要 

対象者 振り返り 

評価 
資格 性別 年齢 対象者 

実施状況 
※アウトプット評価等 

成功・推進要因 課題及び阻害要因 

特

定

健

診

 

事

業

 

特定健診 
（被保険者） 

【目的】特定健診の受診率向上 
【概要】事業主が行う定期健診と併せて共同

実施 
被保険者 男女 40 ～ 74 全員 

受診者数 7,937名 
実施率 72％ 

― 
・健診結果の提供に関する契約
ができていない事業所が多数あ
る 

○ 

特定健診 
（被扶養者） 

【目的】特定健診の受診率向上 
【概要】利便性の高い巡回型の健診を導入し、

受診機会を増加 
被扶養者 男女 40  ～ 74  全員 

案内冊子配布数 8,940通 
受診者数 2,503名 
実施率 28％ 

自宅宛に案内冊子を送付 
・対象者の健診に対する理解不
足（理解させる工夫不足） 
・受診機会の不足 

△ 

特

定

保

健

指

導

事

業

 

特定保健指導 
【目的】特定保健指導の実施率向上 
【概要】対象者名簿を事業所に渡して実施ま

での運用を事業所主体で実施 

被保険者 
被扶養者 

男女 40  ～ 74  
基準 
該当者 

【動機付け支援】 
実施者数 843名 
実施率 36.3％ 
【積極的支援】 
初回面談 642名 
終了者数 426名 
終了率 66.4％ 
脱落者数 216名 

・対象者名簿を事業所に渡し
て、実施までの運用を事業所
主体で行う 

・対象者の保健指導に対する理
解不足（理解させる工夫不
足） 
・保健指導への参加機会の不足 

△ 

保

健

指

導

宣

伝

 

機関誌発行 

【目的】情報発信、健康意識の醸成 
【概要】機関誌（健保の運営、収支、健康

診断、健康情報及び公示）の発行
（４回/年） 

被保険者 
被扶養者 

男女 18  ～ 74  全員 
機関誌発行 年４回 
社員に会社経由の配布 

・タイムリーな情報提供により
健保が実施する保健事業の
周知及び参加率の向上に寄
与 

・読ませる工夫不足 
・自宅へ持ち帰らない社員（家
族と共有無）が多い 

△ 

疾

病

予

防

事

業

 

人間ドック 
【目的】受診率向上 
【概要】費用の一部補助（35歳以上） 

被保険者 
被扶養者 

男女 35  ～ 64  全員 受診者数 4,628名 ・契約先の拡充 
・リピーターが多く、新規受診者が
少ない 
・自己負担額が高い 

○ 

婦人科健診 
【目的】婦人科疾患の早期発見 
【概要】費用の一部補助 

被保険者 
被扶養者 

女性 20  ～ 74  全員 
案内冊子配布数 12,752通 
受診者数 6,107名 

・職場での健診実施等、機会
提供及び利便性向上 
・勤務時間内の離席配慮 
・契約先の拡充 

・受診率が低い（特に在職被保
険者） 
・周知不足 
・対象者の婦人科健診への抵抗
感、健診の必要性の低意識 

◎ 

歯科検診 

【目的】う歯予防や口腔ケアの推進、歯科医
療費の適正化 

【概要】希望者に対して歯科医院で実施する
歯科検診の費用を補助 

被保険者 
被扶養者 

男女 18  ～ 74  全員 実施者 15名 ― 

・リピーターが多く、新規受診者が
少ない 
・歯科・口腔ケアに対する理解不
足（理解させる工夫不足） 

△ 

固

定

 

施

設

 

保養所 
【目的】リフレッシュ、研修会場 
【概要】被保険者・被扶養者の保養や適用

事業所の研修等に使用 

被保険者 
被扶養者 

男女 
直営保養所 ２箇所 
利用者数 ・軽井沢：683名 
       ・伊豆：918名 

・ハイキング等の運動に適した
立地 
・温泉街にある 

・高額な維持費 
・利用者数の低下(特に若年層) 
・老朽化 

○ 

事業主のこれまでの取組 

事業名 事業の目的および概要 

対象者 振り返り 
共同 
実施 区分 性別 年齢 

実施状況 
※アウトプット評価等 

成功・推進要因 課題及び阻害要因 

定期健康診断 安衛法に基づく健診 本人 男女 ～ 64 ・実施率：91％ ・勤務時間中の受診可 
・小規模の事業所で実施率が低
い 
・予定日にキャンセルする者がいる 

有 

健康診断事後措置に伴う 
個別指導 

要精密検査、要治療者の検査及び 
治療結果の把握、生活習慣指導  

本人 男女 ～ 64 ― 
・常勤の産業医が実施するため、
信頼関係が築きやすい 

・毎年対象となる者が多数いる 無 

ストレス診断 
各部署ごとにストレス状況の還元 
（２０名以上の部署のみで実施） 

本人 男女 ～ 64 
・実施率：100％ 
・スコア：104±7.2 

・管理職に対して事前に事業内
容の必要性等を説明 

・一部ストレス状況が不良な部署
がある 無 

ウォーキングプログラム 家族参加型のウォーキング大会を開催 
本人 
家族 

男女 
・実施回数：２回／年 
・平成26年度参加人数 
 春：93名、秋：105名 

・開催場所を毎年変更 ・参加者が固定化 無 

「全健保組合共通様式」 



STEP１ 特定健診・保健指導の実施状況等 ＜３／７＞ 

ア．（被保険者） 

イ．（被扶養者） 

ウ．（被保険者） 

【特定健診の実施率】 【特定保健指導の実施率】 オ．（メタボ該当率の減少率＿被保険者） 

カ．（特定保健指導対象者の減少率＿被保険者） エ．（被扶養者） 

ア,イ 
・他の健保組合より、被保険者および被扶養者の受診率が低い。 
 →（被保険者）事業主へのヒアリングから、健診の重要性を認識していない者や、健診当日にキャンセルする者が一定数いることが背景にあると考えられる。 
 →（被扶養者）女性の比率が高い被扶養者においては、特定健診のメニューだけでは健診受診をメリットとして感じていないことが背景にあると考えられる。 

ウ． 
・被保険者（65歳未満）の特定保健指導の実施率が他の健保組合より低い。 
 →事業主へのヒアリングから、事業主の専門職に委託していた特定保健指導において、対象者が産業保健の保健指導と重なった場合に、特定保健指導にカウントしてい

なかったことが判明。また、特定保健指導の実施が平日の日中のみのため、仕事で忙しい対象者が特定保健指導を受けることができなかったのではないかと考えられる。 

エ． 
・被扶養者の特定保健指導の実施率は他の健保組合より高い。 
 →ただし、特定健診の受診率が低いことを考慮すると、そもそも健康意識が高い者が受診をしていたために、特定保健指導の実施率も高かったのではないかと考えられる。 

オ． 
・メタボリックシンドローム該当者の減少率が他の健保組合より低い。 
 →特定保健指導の実施率が低かったことが原因として考えられるほか、特定保健指導以外に、生活習慣病のリスク保有者への対策を行っていなかったことが背景として考

えられる。 

カ． 
・特定保健指導対象者の減少率が他の健保組合よりやや高い。 
 →特定保健指導対象から服薬に移行したことで、特定保健指導対象者は減ったものの、メタボ該当者・予備群の減少に結びついていない可能性が考えられる。 



STEP１ 一人当たり医療費 ＜４／７＞ 

キ. 
「循環器系疾患」、「新生物」、「歯科」が特に高く、続いて「内分泌・栄養・代謝疾患」、「精神・行動疾患」の順となってい
た。また、「循環器系疾患」、「新生物」、「歯科」、「精神・行動疾患」は他の健保組合よりも高い。 

ク． 
「脳血管障害」や「虚血性心疾患」等、「循環器系疾患」における重症疾患が他の健保組合よりも特に高い。また、「人
工透析」が他の健保組合より高い。 

キ．（疾病大分類別一人当たり医療費＿被保険者・男性） 

ク．（生活習慣病に関わる疾病の一人当たり医療費＿被保険者） 

円 

円 



STEP１ 健康分布図等 ＜５／７＞ 

ケ．（健康分布図＿男性） 

ケ． 
・「保健指導基準値以上の者」および「受診勧奨基準値以上の者」は、肥満者、非肥満者ともに同程度存在する。 
・「肥満者」や「保健指導基準値以上の者」、「服薬者」の割合は低いが、「受診勧奨基準値以上の者」の割合は、他の
健保組合より高い。 

コ,サ 
・「保健指導基準値以上の者」は、血圧、血糖で多いことが確認され、特に40・50歳代において他の健保組合よりも高
い。 

（Ａ健保組合） 

（全健保組合） 

コ．（血圧値が保健指導基準値以上の者の割合＿被保険者） 

サ．（血糖値が保健指導基準値以上の者の割合＿被保険者） 



STEP１ 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等 ＜６／７＞ 

人 ％

3疾患レセあり 3疾患レセなし

人 ％ 人 ％

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

人 ％ 人 ％

高血圧レセなし 高血圧レセあり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

100.00

1,864 18.96

140≦SBP＜160
90≦DBP＜100

160≦SBP＜180
100≦DBP＜110 14 0.75

63 3.38 432

130≦SBP＜140
85≦DBP＜90

血圧

血圧測定実施者数 9,830 実施率

1 0.05

125 6.71

33 1.77180≦SBP
110≦DBP

5.53

7,966

432 23.18

251 13.47

103

1,432 76.82

472 25.32

370 19.85

23.18

SBP＜130
DBP＜85 159 2.43

98 1.50

6,548 82.20

81.04

1,418 17.80

257 3.92

294 3.69

105 1.32

1,019 12.79

6,291

20.541,345

75.534,946

96.08

人 ％

3疾患レセあり 3疾患レセなし
人 ％ 人 ％

HbA1c 6.1%以上 HbA1c 6.0%以下
人 ％ 人 ％

糖尿病レセなし 糖尿病レセあり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

HbA1c数値
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％
人 ％ 人 ％ 人 ％
人 ％ 人 ％ 人 ％
人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％78 1.06[再掲]8.0%～ 8 0.47 81 4.79

7.0%～ 33 1.95 158 9.35 132 1.80

2.92
6.5～6.9% 36 2.13 54 3.20 66 0.90
6.1～6.4% 107 6.33 60 3.55 214

140 2.02 2,464 35.62

1.59 2,687 38.84

5.5～6.0% 645 38.17 32 1.89

1,472 21.28
5.2～5.4% 394 23.31 2 0.12 110

6,623 95.74

～5.1% 164 9.70 5 0.30 45 0.65

1,379 81.60 311 18.40 295 4.26

94.38

HbA1c実施者数 9,020 実施率 91.76

1,690 18.74 7,330 81.26

412 5.62 6,918

シ,ス,セ 
 

【重症化予防の対象数の把握】 
 生活習慣病に関するレセプトがある者で、受診勧奨基準値以上の者が多数存在する(*1)。 
 また、高血圧症で内服治療中でかつ血圧値が受診勧奨基準値以上の者と、糖尿病で内服治療中でかつ血糖値が受診勧奨基準値以
上の者が一定数存在することが確認された(*2)。 

シ,ス,セ 

【早期治療のための受診勧奨】 
 受診勧奨基準値以上の者で、生活習慣病に関するレセプトがない者が多数存在する(*3)。 
 また、3疾患での内服治療を受けていない者で、血圧値や血糖値が受診勧奨基準値以上の者が多数確認された(*4)。 

シ．（生活習慣病・健診レベル判定と 
   医療受診状況） 

ス．（脳卒中／心疾患） 

セ．（糖尿病） 

【リスクフローチャート】 

*1 
約1,400人 約600人 

*3 

*2 *4 

*2 *4 



STEP１ 後発医薬品の使用状況 ＜７／７＞ 

ソ．  後発医薬品の使用割合が他の健保組合より低い。 

ソ．（後発医薬品の使用割合） 



特徴 対策検討時に留意すべき点 

・加入者数が多い、被保険者の約半数が母体企業に所属、事
業主の拠点が全国に点在 

・30歳代後半から40歳代に加入者構成が偏っている 

・健保組合には、医療専門職が不在 

 
STEP２ 健康課題の抽出 
 

「全健保組合共通様式」 

基
本
情
報 

棚
卸
し 

・生活習慣病のリスク保有者への対策が特定保健指導のみ 

・機関誌を自宅に持ち帰らない被保険者が多い 
・人間ドック、歯科検診、ウォーキングイベントの参加者が固定化 
・被保険者における婦人科健診の受診率が低い 

キ 
一人当たり医療費が、「循環器系疾患」、「新生物」、「歯科」が
特に高く、続いて「内分泌・栄養・代謝疾患」、「精神・行動疾
患」が高い。 

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 

オ メタボ該当者の減少率が低い。 

ク 
「脳血管障害」や「虚血性心疾患」、「人工透析」にかかる一人
当たり医療費が高い。 

ｼｽｾ 
内服治療中でかつ血圧値や血糖値が受診勧奨基準値以上の
者が一定数存在する。 

ｹｺｻ 
ク 

「保健指導基準値以上の者」、「服薬者」の割合は低いが、「受
診勧奨基準値以上の者」の割合が高く、重症疾患において医療
費が高い。 

ｼｽｾ 
レセプトがなく、血圧値がた血糖値が受診勧奨基準値以上の者
が多数存在する。 

・加入者が多く全国に点在する当健保組合では、健保組合が個々の加入者に直接
的に働きかけることは効率性・効果性から有効ではないため、事業主の協働（コラボ
ヘルス）が重要。全国一律に開始することは難しいため、特に母体企業を重要協働
先と位置づけ、協力的な事業所との事例づくりから開始。 

・将来の加入者構成を考え、30歳代後半から40歳代の加入者への対策を重視。 

・予防医学的な知識・経験が必要な場面では、事業主の専門職もしくは外部事業
者の活用を検討。 

・非肥満や40歳未満の生活習慣病リスク保有者等に対する支援を検討。 

・機関誌など広報媒体の内容や配布方法等を工夫。 
 

・健診・検診の受診勧奨の促進とメニューの見直し。 

「循環器系疾患」や「内分泌・栄養・代謝疾患」は予防対策が可能であり、
特定健診データからリスク者を特定可能であるため、最も介入効果が期待さ
れる疾病として位置づけ、対策を講じていく。⇒意識づけ、重症化予防等 

循環器系疾患、糖尿病性腎症をテーマに対策を講じていく。まずは産業医と
の連携の可能性を探り、平成28年度からの実施を目指す。⇒重症化予防 

・特定保健指導の徹底のため、事業主・産業医・産業保健スタッフと協働し、健康的

な職場風土の醸成など、職場環境の整備を進める。⇒コラボヘルス 

・メタボ該当者以外を含む加入者全体の意識を高め、行動変容を促す目的で、個

人に対するオーダーメイド的な情報提供に注力する。⇒意識づけ等 

・早期に医療機関に通院・服薬を開始せず、突発的に重症疾患が発症して
いる可能性が考えられる。 
・血圧と血糖をテーマに、早期治療のための受診勧奨を行うことを検討する。
受診勧奨は、産業保健で既に行っているが、対象者が自らのリスクを正しく認
識できていない可能性も考えられるため、健診結果データを活用し、当健保
組合から改めてリマインドする仕組みを検討したい。⇒受診勧奨 

対策の方向性 

ずひょうばん 



STEP３ 「保健事業の基盤」の実施計画 

保健事業の基盤 

事業名 事業の目的および概要 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

新
規 

職場環境の整備 
・健康白書 

従業員の健康状況の特徴を知ってもらい、
必要な健康対策への協力・参加を促す。
関係構築が図れそうであれば、健康白書
を作成し、労働安全衛生委員会で報告す
るなど、事業主と共有する。 

• 事業所に当該集団の健康状況を
説明。 

• 健康課題を明示することを通じて、
必要な健康対策への協力・参加を
促す。 

• 従業員へのメッセージとして、健康
白書を作成することに事業主の賛
同を得る。 

• 健康白書を作成し、全社で共有
する。 

• 次期データヘルス計画に向けて、
職場環境の整備を進める具体的
な題材を洗い出す。 

新
規 

加入者への意識づけ 
・個別的情報提供ツール 

加入者の健康意識を高め、自発的な健
康の維持・改善行動を促す目的で、本人
の健診データに基づく個別性を重視した
「情報提供」を実施する。 

その際、健康意識が高まるタイミング等を考
慮し、ICTを活用したWeb媒体と紙媒体
を効果的に組み合わせる。 

• 当健保組合の特性を踏まえ、意識
づけに必要な要素を検討する。 

• 考え方や実績から、委託事業者を
選定し、必要なツールを導入する。 

• 被保険者においては、広く普及す
るように機関誌での紹介のほか、事
業主への説明を行う。 

• 事業所ごとのWeb媒体の利用状
況を把握し、各事業所に報告する
。 

• 各事業所の利用状況が高い・低い
理由を把握し、成功事例を共有す
る。 

• 被扶養者（家庭）を巻き込んだ
展開を検討する。 

「保健事業の基盤」は、事業主と協働で被保険者が健康づくりに取り組みやすい「職場環境の整備」することと、加入者が自らの健康状態を知ること・
自覚することを促す個別性の高い情報提供による「加入者への意識づけ」をすることの２つの要素と位置づけます。 

「全健保組合共通様式」 



STEP３  「個別の事業」の実施計画 

「個別の事業」は、「保険事業の基盤」以外の新規の事業やこれまで取り組んできた事業（特定健診・特定保健指導等）と位置づけます。 

「全健保組合共通様式」 

個別の事業 

事業名 事業の目的および概要 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

既
存(

法
定) 

特定健診 
（被保険者） 

法定事業。メタボリック・シンドロームに注目
した健康状況の把握およびリスク者のスク
リーニング。受診率向上を図る。 

• 事業主と協力して健診受診の重
要性を訴求するプロモーション活動
を実施。 

• 職場を通じた健診日の案内。 
• 繁忙期と健診実施日が重ならな
いようにする配慮する。 

• 継続 • 継続 

既
存(

法
定) 

特定健診 
（被扶養者） 

法定事業。メタボリックシンドロームに注目し
た健康状況の把握およびリスク者のスクリー
ニング。婦人科健診との同時実施や、居住
地域での巡回型の健診を導入し、受診率
向上を図る。 

• 婦人科健診の同時実施を検討。 
• 住所情報をもとに、巡回健診の会
場を選定。 

• 婦人科健診の同時実施を導入。 
• 一部地域において巡回健診を実
施。 

• 継続 

既
存(

法
定) 

特定保健指導 

法定事業。メタボリックシンドロームの減少を
目的に、保健指導を実施。実施率向上を
目指し、事業主の専門職と連携を緊密に
図るとともに、平日の夜間や土日も特定保
健指導を受けられる体制を構築。 

• 平日の夜間や土日も特定保健指
導を受けられる体制を検討。 

• 事業主との調整の結果、自前で
体制構築ができない場合は優先
度を下げる。 

• 継続 • 継続 

既
存 

機関誌発行 加入者への情報媒体として継続。 

• プロモーションの効果を最大化する
ために、配送方法（自宅直送）
や紙面の内容について工夫する。 

• 継続 • 継続 

既
存 

人間ドック 
従来より実施。特定健診の上乗せとして継
続するが、今後のあり方を検討する。 

• 自己負担額の枠組みの変更を検
討（35歳以上５年おきの節目年
齢は全額補助、それ以外は自己
負担）。 

• 実施 • 継続 

既
存 

婦人科健診 

従来より実施。女性の健康課題に対応す
る目的で、婦人科疾患に特化した健診メ
ニューを提供。最適なメニューについて検討
する。 

• 女性の悪性新生物に関する発症
年齢を確認し、健診メニューを再
検討する。 

• 健診メニューや自己負担額の枠組
みを変更 

• 継続 

既
存 

歯科検診 
従来より実施。歯科疾患の現状から最適
な対象、メニューを検討する。 

• 歯科レセプトから好発する性・年齢
を確認する。 

• 該当層を狙った歯科保健のプロ
モーションを行うとともに、歯科検診
の受診を促す。 

• 継続 

既
存 

保養所 従来より実施。加入者の福利厚生が目的。 
• 保養所の利活用（健康イベント
等）を検討する。 

• 健康イベント等の開催 • 継続 



STEP３  「保健事業の基盤」の目標・評価指標 

保健事業の基盤 

事業名 

対象者 注１） 

実施 
主体 

事業費 
（千円） 

注２

勘定 
項目 

目標（達成時期 ： 平成29年度末） 

区分 
対象 
事業所 

性別 年齢 アウトプット アウトカム 

職場環境の整備 
・健康白書 

被保険者 
被扶養者 

全て 男女 40 ～ 74 1 
・すべての対象者への「情報提供」の実施 
 （100％） 

・自らの健康状況・生活習慣改善の必 
 要性の理解（50％以上） 

加入者への意識づけ 
・個別的情報提供ツール 

被保険者 全て 男女 18 ～ 64 3 

・すべての事業所への健康白書の配布 
 （100％） 
・事業所管理者に対する説明の実施（衛生 
 委員会） 

・事業所の健康状況の理解（100％） 

「全健保組合共通様式」 

注１） １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業 
注２） 勘定項目は該当する番号を次から選び記載する。１.特定健康診査 ２.特定保健指導 ３.保健指導宣伝 ４.疾病予防 ５.体育奨励 ６.在宅療養支援事業 ７.保養所 ８その他 
 



STEP３  「個別の事業」の目標・評価指標 「全健保組合共通様式」 

個別の事業 

事業名 

対象者 注１） 

実施 
主体 

事業費 
（千円） 

注２）

勘定 
項目 

目標（達成時期 ： 平成29年度末） 

区分 
対象 
事業所 

性別 年齢 アウトプット アウトカム 

特定健診（被保険者） 被保険者 全て 男女 40 ～ 74 2 １ • 健診実施の促進（実施率90％以上） 

• 受診者の健康維持 

 （情報提供群から特定保健指導群へ
の悪化率10％未満） 

特定健診（被扶養者） 被扶養者 全て 男女 40 ～ 74 1 １ 

• 婦人科健診の同時実施（対応機関50％
以上） 

• 巡回健診の実施（３地域以上） 

• 健診実施の促進（実施率40％以上） 

• 受診者の健康維持 

 （情報提供群から特定保健指導群へ
の悪化率10％未満） 

特定保健指導（被保険者） 被保険者 全て 男女 40 ～ 74 1 ２ • 実施の促進（実施率60％以上） 
• 実施者の健康改善（特定保健指導
の非該当率40％以上） 

機関誌発行 
被保険者 
被扶養者 

全て 男女 18 ～ 74 1 ３ • 自宅直送の実施（対象者の100％） － 

人間ドック 
被保険者 
被扶養者 

全て 男女 35 ～ 64 1 ４ 
• 節目年齢の全額補助の実施（全国） 

• 受診の促進（受診率50％以上） 

• 要検者の減少 

 （要検率が減少傾向に転じる） 

婦人科健診 
被保険者 
被扶養者 

全て 女性 20 ～ 74 1 ４ 

• 健診メニューや自己負担額の枠組みを 

 変更（全国） 

• 受診の促進（受診率50％以上） 

• 要検者の減少 

 （要検率が減少傾向に転じる） 

歯科検診 被保険者 全て 男女 18 ～ 74 1 ４ • 受診の促進（受診率50％以上） 
• う歯・歯周病者の減少 

 （該当率が減少傾向に転じる） 

保養所 
被保険者 
被扶養者 

全て 男女 18 ～ 74 1 ７ • 利用促進（延べ1800名／年） ー 

ウォーキングプログラム 
被保険者 
被扶養者 

母体 
企業 

男女 18 ～ 64 2 ５ 

• 事業所にイベント告知ポスターを貼付 

 （全事業所） 

• 健診データに基づく「情報提供」と併せて、ウ
ォーキングプログラムの案内を周知(100％) 

• 参加促進（被保険者200名、被扶養者
200名） 

• 運動習慣の定着（１日９千歩を３
か月以上；参加者の50％以上） 

重症化予防 被保険者 
母体 
企業 

全て 40 ～ 64 1 ４ 
• 産業医との連携の実施（母体企業） 

• プログラムの導入（実施者30名） 

• 新規発症の防止（実施者の新規発
症ゼロ） 

受診勧奨 被保険者 
母体 
企業 

全て 40 ～ 64 1 ４ 

• 産業医との連携の実施（母体企業） 

• 医療機関への新規および継続受診の促進
（対象者の70％以上） 

• 血圧、血糖の管理（受診者のコントロ
ール率;血圧60％、血糖40％以上） 

後発医薬品の差額通知 
被保険者 
被扶養者 

全て 全て 40 ～ 74 1 ３ 

• 差額通知の配布（2回／年） 

• 後発医薬品への切替促進（切替率40％
以上） 

• 薬剤費の軽減（医療費差額合計
1,000万円以上） 

注１） １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業 
注２） 勘定項目は該当する番号を次から選び記載する。１.特定健康診査 ２.特定保健指導 ３.保健指導宣伝 ４.疾病予防 ５.体育奨励 ６.在宅療養支援事業 ７.保養所 ８その他 
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